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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微多孔性フィルムを含むテープ裏材と、
　前記テープ裏材の第１の表面の少なくとも一部に配置された接着剤と、
　前記テープ裏材の、前記第１の表面と反対側の第２の表面の少なくとも一部に配置され
た剥離コーティングと
を備えたテープであって、
　前記微多孔性フィルムが、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多
孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有し、かつ、前記テープは機械的ファスナーを
含まない、テープ。
【請求項２】
　前記低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域が、不透明な微多孔性領域内のシー
スルーの非多孔性領域のパターンに含まれる、又は、前記低い多孔率の少なくとも１つの
シースルー領域が、数字、記号、絵、幾何学的形状、バーコード、アルファベット文字、
若しくはそれらの組み合わせの形態である、請求項１に記載のテープ。
【請求項３】
　前記微多孔性フィルムが、第１の層及び第２の層を含む多層構造の前記第１の層であり
、前記第２の層の一部が、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を介して視認可
能である、請求項１又は２に記載のテープ。
【請求項４】
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　前記微多孔性フィルムが、β造核剤、充填剤又は希釈剤のうちの少なくとも１つを含む
、請求項１から３のいずれか１項に記載のテープ。
【請求項５】
　前記剥離コーティングが、シリコーン、フルオロケミカル又はカルバメートのコーティ
ングである、請求項１から４のいずれか１項に記載のテープ。
【請求項６】
　前記接着剤が感圧性接着剤である、請求項１から５のいずれか１項に記載のテープ。
【請求項７】
　ロールの形態の請求項１から６のいずれか１項に記載のテープ。
【請求項８】
　機械的ファスナーを含まないテープを製造する方法において、
　微多孔性フィルムを含むテープ裏材を提供することと、
　前記微多孔性フィルムの不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシー
スルー領域を形成するように前記微多孔性フィルムにおける一部の孔を崩壊させることと
、
　前記テープ裏材の第２の表面の少なくとも一部に剥離コーティングを提供することと、
　前記テープ裏材の、前記第２の表面と反対側の第１の表面の少なくとも一部に接着剤を
塗布することとを備える、方法。
【請求項９】
　前記微多孔性フィルムを提供することが、β造核剤、充填剤又は希釈剤のうちの少なく
とも１つを含むフィルムを延伸することを備える、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記微多孔性フィルムの一部の孔を崩壊させることが、前記低い多孔率の少なくとも１
つのシースルー領域を形成するように前記孔を崩壊させるために前記微多孔性フィルムを
加熱することを備える、請求項８又は９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本特許出願は、２０１３年６月１３日に提出された米国仮特許出願第６１／８３４，７
００号及び２０１４年４月１０日に提出された米国仮特許出願第６１／９７７，９１４号
に基づく優先権を主張するものであり、これらの開示内容は、その全体が参照により本明
細書に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　異なる印刷された及び／又は着色領域を含む様々な異なる個人衛生用品（例えば、おむ
つ、成人用失禁製品及び生理用ナプキンなどの吸収性物品）が市販されている。そのよう
な物品への印刷又は着色は、消費者にとって魅力的であり且つ消費者が異なるブランドを
区別するのを可能とする。吸収性物品のいくつかの製造業者は、自社のブランドの署名で
あるマルチカラーのグラフィックスを印刷する。他には物品にモノクロ印刷を使用するこ
とができる。印刷は、そのそれぞれが消費者に転嫁された製品へのコストを追加する一般
にインク、着色接着剤又は熱若しくは圧力活性化化学着色剤を使用する区別された製品を
提供することにアプローチする。パターン又は色を有する吸収性物品のいくつかの最近の
例は、米国特許第８，３２４，４４４号明細書（Ｈａｎｓｓｏｎら）並びに米国特許出願
公開第２０１１／０２６４０６４号明細書（Ａｒｏｒａら）及び２０１２／０２４２００
９号明細書（Ｍｕｌｌａｎｅら）に記載されたものを含む。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　本開示は、微多孔性フィルムを含むテープを提供する。微多孔性フィルムは、不透明な
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微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領
域を有する。低い多孔率のシースルー領域は、所定の形状（換言すれば、設計）を有する
。有利には、シースルー領域は、ユーザーにとって美的であるように選択することができ
る、パターン、数字、絵、記号、アルファベット文字、バーコード又はそれらの組み合わ
せの多種多様の形態とすることができる。シースルー領域はまた、容易に顧客によって識
別されることができる会社名、ブランド名又はロゴの形態とすることができる。本開示に
かかるテープは、特定の製品の要件に応じて容易にカスタマイズすることができる。シー
スルー領域は、インク又は他の高価な色付与化学物質を使用せずに視覚的なイメージを提
供する。
【０００４】
　一態様において、本開示は、テープを提供する。テープは、テープ裏材と、少なくとも
テープ裏材の第１の部分に配置された接着剤と、接着剤用の剥離面とを含む。剥離面は、
テープ裏材の少なくとも第２の部分に配置された剥離コーティングである。テープ裏材は
、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシ
ースルー領域を有する微多孔性フィルムを備える。剥離面は、テープ裏材の表面の少なく
とも一部に配置された剥離コーティングであることから、テープ裏材及び剥離面は、双方
とも、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い気孔率の少なくとも１つ
のシースルー領域を有する微多孔性フィルムを同時に備えることができる。
【０００５】
　接着剤は、テープの少なくとも締結部に配置されることができる。締結部は、テープの
第１の端部上にあってもよく、反対側の第２の端部は、通常、個人衛生用品にテープを取
り付けることができる。したがって、別の態様において、本開示は、個人衛生用品を提供
する。個人衛生用品は、トップシートと、バックシートと、トップシートとバックシート
との間に吸収性要素と、後側腰領域から前側腰領域まで延在する第１及び第２の対向する
長手方向縁部と、後側腰領域又は前側腰領域における筐体の第１の長手方向縁部に取り付
けられている締結タブとを有する筐体を含む。締結タブは、不透明な微多孔性領域及び不
透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性
フィルムを含む。微多孔性フィルムは、締結タブ上にテープ裏材、剥離テープ又は機械的
ファスナーの少なくとも一部を形成することができる。個人衛生用品はまた、トップシー
トと、バックシートと、トップシートとバックシートとの間の吸収性要素と、バックシー
トの少なくとも一部に取り付けられた締結タブとを有する筐体を含むパンツスタイル個人
衛生用品とすることができる。本実施形態におけるテープは、使い捨てテープとすること
ができる。
【０００６】
　別の態様において、本開示は、テープの製造方法を提供する。本方法は、微多孔性フィ
ルムを含むテープ裏材を提供することと、微多孔性フィルムの不透明な微多孔性領域内の
低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を形成するために微多孔性フィルムにおけ
る一部の孔を崩壊させることと、テープの第１の部分に接着剤を塗布することとを含む。
テープは、接着剤を有するテープ裏材及び接着剤用の剥離面を有する。剥離面は、テープ
裏材の表面の少なくとも一部に配置された剥離コーティングである。テープ裏材は、不透
明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースル
ー領域を有する微多孔性フィルムを含む。
【０００７】
　本特許出願において、「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」といった語は、１つの実体の
みを指すことを意図したものではなく、その説明のために具体的な例が用いられ得る一般
的な部類を含む。用語「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、用語「少なくとも１つの」
と互換的に使用される。品目リストがその後に続く、「～のうちの少なくとも１つ」及び
「～のうちの少なくとも１つを含む」という表現は、リスト内の項目のいずれか１つ及び
２つ以上の品目の任意の組み合わせを含むことを指す。全ての数値範囲は、特に断らない
限り、その端点と、端点間の非整数値を含む。
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【０００８】
　本開示で使用される用語「第１の」及び「第２の」は、それらの相対的な意味合いにお
けるものにすぎない。特に指示がない限り、それらの用語は１つ以上の実施形態の説明に
おける便宜上でのみ使用されていることが理解されるであろう。
【０００９】
　用語「微多孔性」は、最大寸法（ある場合では、直径）が最大１０マイクロメートルの
複数の孔を有することを指す。複数の孔のうちの少なくともいくつかは、可視光の波長の
オーダー又はそれ以上の寸法を有するべきである。例えば、孔のうちの少なくとも一部は
、少なくとも４００ナノメートルの寸法（ある場合には、直径）を有するべきである。孔
径は、ＡＳＴＭ　Ｆ－３１６－８０に従って泡立ち点を測定することにより求められる。
孔は、開いたセル孔又は閉じたセル孔とすることができる。いくつかの実施形態において
、孔は、閉じたセル孔である。
【００１０】
　用語「シースルー」は、透明（すなわち、光の通過を可能とし、それを越える物体のク
リアな視界を許容する）又は半透明（すなわち、光の通過を可能とし、それを越える物体
のクリアな視界を許容しない）のいずれかを指す。シースルー領域は、着色又は無色とす
ることができる。「シースルー」領域は、肉眼でみるのに十分な大きさであることが理解
されるべきである。
【００１１】
　不透明な微多孔性領域を有する少なくとも１つのシースルー領域に関する用語「内」は
、不透明な微多孔性領域が少なくとも２つ以上の側面において少なくとも１つのシースル
ー領域に接することができることを意味する。いくつかの実施形態において、不透明な微
多孔性領域は、少なくとも１つのシースルー領域を取り囲んでいる。一般に、少なくとも
１つのシースルー領域は、微多孔性フィルムの縁部においてのみみえない。
【００１２】
　フィルムの厚さは、その最小寸法であることが理解されるべきである。それは、一般に
、「ｚ」寸法と称され、フィルムの主表面間の距離を指す。
【００１３】
　機械的締結要素に関する用語「直立」は、熱可塑性裏材から突出している柱を指し、裏
材に対して垂直に立っている柱、及び９０度以外の角度で裏材に対して角度をなしている
柱を含む。
【００１４】
　本開示の上記の発明の概要は、本開示の開示される各実施形態又は全ての実現形態を説
明することを目的としたものではない。以下の説明は、例示的な実施形態をより具体的実
証する。したがって、図面及び以下の説明は、単に例示目的であって、本開示の範囲を不
当に制限するように解釈されるべきではないと解されるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　本開示の様々な実施形態についての以下の詳細な説明を添付の図面とともに検討するこ
とで、本開示はより完全に理解され得る。
【図１】本開示にかかるテープの実施形態を組み込んだ個人衛生物品の実施形態の斜視図
である。
【図１Ａ】図１の線１Ａ－１Ａに沿って得られた分解側面断面図の実施形態である。
【図１Ｂ】図１の示された領域の拡大図である。
【図２】本開示の様々な実施形態において有用な微多孔性フィルムである積層体の実施形
態の斜視図である。
【図３】機械的ファスナーを含む本開示にかかるテープの実施形態の写真である。
【図４】本開示にかかるテープに組み込むことができるロゴを示す写真である。
【図５】テープが使い捨てテープとして有用である本開示にかかるテープを組み込んだ個
人衛生用品の実施形態の斜視図である。
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【図５Ａ】図５に示された領域の拡大図である。
【図５Ｂ】ロールアップや使い捨てのための準備ができた図５に示される個人衛生用品の
斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１は、本開示にかかるテープを組み込んだ個人衛生用品の実施形態の斜視図である。
個人衛生用品は、基本的に砂時計形状を有するおむつ６０である。おむつは、着用者の皮
膚と接触する液体透過性トップシート６１と外側に向いた液体非透過性バックシート６２
との間に吸収コア６３を含む。おむつ６０は、おむつ６０の２つの長手方向縁部６４ａ、
６４ｂに配置された２つの締結タブ７０を有する後側腰領域６５を有する。おむつ６０は
、レッグカフを提供するために長手方向縁部６４ａ及び６４ｂの少なくとも一部に沿った
弾性素材６９を含んでもよい。おむつ６０を着用者の身体に装着するとき、締結タブ７０
のユーザー端部７０ｂは、前側腰領域６６のバックシート６２上に配置される繊維質材料
７２を含む標的領域６８に取り付けられ得る。個人衛生用品（例えば、おむつ６０）の長
手方向「Ｌ」は、物品がユーザーの前側から後側に延在する方向を指す。したがって、長
手方向は、後側腰領域６５と前側腰領域６６との間の個人衛生用品の長さを指す。個人衛
生用品（例えば、おむつ６０）の横方向は、物品がユーザーの左側から右側（あるいは逆
に）に（すなわち、図１の実施形態では長手方向縁部６４ａから長手方向縁部６４ｂまで
）延在する方向を指す。
【００１７】
　図１の線１Ａ－１Ａで得られた締結タブ７０の例示的な断面を図１Ａに示す。締結タブ
７０は、おむつ後側腰領域６５に固定された製造端７０ａと、締結部を含むユーザー端７
０ｂとを有する。製造端７０ａは、おむつ６０の製造中におむつ６０に固着又は固定され
る締結タブ７０の部分に対応する。ユーザー端は、典型的には、おむつ６０を着用者に装
着するときにユーザーによって把持され、典型的には、製造中におむつに固着されない。
締結タブ７０は、通常、おむつ６０の長手方向縁部６４ａ、６４ｂより先に延在している
。
【００１８】
　図１Ａに示された実施形態において、締結タブ７０は、接着剤７６を担持するテープ裏
材７５を備える。接着剤７６は、テープ裏材７５にオプションの機械的ファスナー８０を
結合し、おむつの後側腰領域６５にテープ裏材７５を結合する。図示された実施形態にお
いて、露出した接着剤７７は、機械的ファスナー８０とおむつの後側腰領域６５との間に
存在することができる。締結タブ７０は、さらに、ユーザー端７０ｂがおむつの後側腰部
領域６５上に折り畳まれたときに（例えば、長手方向縁部６４ｂにおいて締結タブ７０に
ついて示されるようにおむつ６０の梱包及び輸送中に）、接着剤７７の露出部分に接触す
るように剥離テープ７９を備える。図１Ａに示されるように、剥離テープ７９は、その縁
部の一方のみに沿ってテープ裏材７５に取り付けられ（いくつかの実施形態においては示
されるように直接取り付けられる）、個人衛生用品の製造中におむつの後側腰部領域６５
に結合されるように反対側の端部を残す。したがって、剥離テープ７９は、一般に、恒久
的に締結タブ７０に取り付けられて最終的には個人衛生用品に取り付けられるように当該
技術分野において理解される。この方法において、剥離テープ７９は、露出した接着剤上
に一時的に配置されて接着剤が使用されているときに廃棄される剥離ライナーとは異なる
ように理解される。いくつかの実施形態においては、熱接着、超音波接合又はレーザ接合
が有用であり得るが、剥離テープ７９は、接着剤７６を使用してテープ裏材７５及びおむ
つの後側腰部領域６５に結合されることができる。締結タブ７０をおむつ６０に取り付け
る構成に応じて、剥離テープ７９の他の構成もまた、可能である。締結タブ７０のユーザ
ー端７０ｂのテープ裏材７５は、接着剤７６及び任意の機械的ファスナー８０の範囲を越
えてもよく、それにより指を乗せる部分が提供される。
【００１９】
　いくつかの実施形態において、締結タブを製造する際、剥離テープ７９は、それ自体の
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上に折り返され、場合によってはテープ裏材に一端を取り付けた後に剥離テープ７９を折
り畳むことが可能であるが、予め折り畳まれた状態でテープ裏材７５に適用することがで
きる。剥離テープ７９はまた、別個のストリップ又はパッチ（図示しない）を使用してテ
ープ裏材７５に取り付けられてもよい。ストリップ又はパッチは、以下に記載されたフィ
ルム及び繊維性材料のいずれかなどの材料から製造することができる。剥離テープ７９が
剥離面と反対側の面に接着剤層によって被覆されている場合、ストリップ又はパッチは、
それらを接続するために剥離テープ７９及びテープ裏材７５の双方に接着することができ
る。そうでなければ、他の接合方法（例えば、超音波接合）が使用されてもよい。
【００２０】
　図１は、同じおむつ６０における本開示にかかるテープの様々な実施形態を図示してい
る。図１と図１Ｂに示された締結タブ７０の拡大図に示されるように、剥離テープ７９は
、不透明な微多孔性領域１２及び不透明な微多孔性領域１２内の低い多孔率の少なくとも
１つのシースルー領域１４を有する微多孔性フィルムである。また、図示された実施形態
において、テープ裏材７５は、不透明な微多孔性領域２２及び不透明な微多孔性領域２２
内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域２４を有する多孔性フィルムである。
さらにまた、機械的ファスナー８０は、不透明な微多孔性領域３２及び不透明な微多孔性
領域３２内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域３４を有する微多孔性フィル
ムを含む。最後に、標的領域６８は、不透明な微多孔性領域４２及び不透明微多孔性領域
４２内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域４４を有する微多孔性フィルムを
備えた機械的ファスナーを含む。締結タブ７０は剥離テープ７９を含むが、不透明な微多
孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を
有する微多孔性フィルムを全て含むテープ裏材７５及び機械的ファスナー８０は、これら
のうちのいずれか一方又はこれらのうちの２つのいかなる組み合わせも存在することがで
きる。双方の標的領域６８及び機械的ファスナー８０は、不透明な微多孔性領域３２、４
２内の低い多孔率３４、４４の少なくとも１つのシースルー領域を含むことができること
から、それは、双方のフック及びループ材が用語「機械的ファスナー」に含まれることが
理解されるべきである。
【００２１】
　図１及び図１Ｂにおいて、これは必須ではないが、剥離テープ７９、テープ裏材７５並
びに機械的ファスナー８０及び７２のそれぞれは、低い多孔率のシースルーの領域のパタ
ーンに含まれる低い多孔率のシースルー領域１４、２４、３４及び４４を含む。必ずしも
繰り返しパターンを形成しない不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の複数のシースルー
領域があってもよい。例えば、アルファベット文字の形態の複数のシースルー領域は、単
語を形成するためにともに使用することができる。低い多孔率のシースルー領域１４、２
４、３４及び４４又はいくつかの実施形態においては低い多孔率のシースルー領域のパタ
ーンは、数字、絵、記号、幾何学的形状、アルファベット文字、バーコード又はそれらの
任意の組み合わせの形態とすることができる。これらの数字、絵、記号、幾何学的形状、
アルファベット文字のいずれか又はそれらの組み合わせは、必要に応じて、会社名、ロゴ
、ブランド名又は商標画像の一部であってもよい。
【００２２】
　本開示にかかるテープにおいて、より低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域及
び不透明な微多孔性領域の相対面積は、異なる実施形態において異なっていてもよい。低
い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域は、テープ裏材、剥離テープ又は機械的ファ
スナーの可視領域の少なくとも５、１０、２０、２５、５０、７５又は９０パーセントを
作り出すことができる。いくつかのパターン（例えば、菱形又は他の幾何学的形状のパタ
ーン）について、不透明な微多孔性領域は、シースルー領域を分離するストランドとして
みえることができる。他のパターンについて、シースルー領域は、連続した不透明な微多
孔性の背景においてより広く分離されてみえることができる。
【００２３】
　本開示にかかるテープファスナーにおいて低い多孔率の任意の個々のシースルー領域の
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大きさは、少なくとも０．３ｍｍ２、０．４ｍｍ２、０．５ｍｍ２又は０．７ｍｍ２とす
ることができる。一般に、不透明な微多孔性領域と低い多孔率の任意の個々のシースルー
領域の下方の任意の下地層との間の色のコントラストが比較的大きい場合には、より小さ
な個々のシースルー領域（例えば、０．３ｍｍ２から０．６ｍｍ２）は、肉眼で容易に視
認可能とすることができる。しかしながら、不透明な微多孔性領域と低い多孔率の任意の
個々のシースルー領域の下方の任意の下地層との間の色のコントラストが比較的小さい場
合には、より大きな個々のシースルー領域（例えば、０．６ｍｍ２よりも大きい）を有す
ることが望ましい。
【００２４】
　本開示にかかるテープは、任意の所望のサイズ及び形状に変換することができる。テー
プは、図１、図１Ａ又は図１Ｂに示されるように締結タブの形態であってもよく、又は、
テープは、個人衛生用品の耳に取り付けられてもよい。また、本開示の実施に有用な機械
的ファスナーは、任意の所望のサイズ及び形状に変換することができる。例えば、耳を有
する個人衛生用品は、締結タブの機械的ファスナーパッチに対する雄型締結要素の大きな
パッチを含むことができる。また、個人衛生用品は、図１に示される大きな標的領域６８
の代わりにバックシートの長手方向縁部に沿ったループ材料の２つの小さな標的領域を有
することができる。
【００２５】
　図１Ａに示される開いた構成において、テープ裏材７５及び剥離テープ７９の幾何学的
形状は、大抵の場合にＹ結合として業界において称される後側腰部領域６５においておむ
つの縁部の周りに形成されるＹ字型結合をもたらす。しかしながら、テープ上の剥離面の
他の構成が可能であり、テープは、機械的ファスナーを含んでも含まなくてもよい。例え
ば、テープは、剥離コーティング（例えば、シリコーン、フルオロケミカル又はカルバメ
ートのコーティング）によってその第２の表面上に部分的にコーティングされることがで
き、接着剤によってその第１の表面上に部分的にコーティングされることができる。締結
タブは、そのようなテープから切り取られ、その基端を介して露出したその剥離面によっ
ておむつの縁に取り付けられることができる。タブの先端は、接着剤が剥離コーティング
と接触するようにループに折り畳まれることができる。そのような構成は、米国特許第３
，９３０，５０２号明細書（Ｔｒｉｔｓｃｈ）に記載されている。他の例において、テー
プは、剥離コーティングによって部分的にコーティングされてもよく、同一面上に接着剤
によって部分的にコーティングされてもよい。締結タブは、テープから切り取られ、その
基端を介してその先端において接着剤によっておむつの縁に取り付けられてもよく、タブ
の先端は、接着剤が剥離コーティングに接触するようにそれ自体の上に折り返されてもよ
い。テープ裏材は、図１Ａにおいて７５に示されるように連続片であってもよく、又は、
伸縮性フィルムが望まれる場合には、例えば、国際公開第２００４／０７５８０３号（Ｌ
ｏｅｓｃｈｅｒら）に記載されているように、双方とも弾性フィルムに取り付けられた裏
材の２つの片があってもよい。締結タブのさらに他の有用な構成は、米国特許出願公開第
２００７／０２８６９７６号明細書（Ｓｅｌｅｎら）に記載されている。
【００２６】
　本開示にかかるテープの実施形態のいずれかにおける接着剤７６は、一般に、吸収性物
品の外表面にテープ裏材７５を恒久的に取り付けるのに及びいくつかの実施形態において
はテープ裏材７５に機械的ファスナー８０を恒久的に取り付けるのに十分である剥離強度
を有する接着剤から構成される。使用される接着剤は、感圧性接着剤（ＰＳＡ）及び非感
圧性接着剤を含む任意の従来の接着剤とすることができる。ＰＳＡは、以下を含む特性を
有することが当業者にとって周知である。（１）強度かつ恒久的な粘着性、（２）指によ
る圧力を超えない圧力で接着、（３）被着体上に付着することができる十分な性能、（４
）被着体からきれいに除去することができる十分な凝集強度。ＰＳＡとして良好に機能す
ることが分かっている材料は、必要な粘弾性特性を呈して、粘着、剥離接着、及び剪断保
持力の所望のバランスをもたらすように設計及び処方されたポリマーである。適切な感圧
性接着剤は、アクリル樹脂及び天然又は合成ゴム系接着剤を含むことができ、ホットメル
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ト感圧性接着剤であってもよい。例示的なゴム系接着剤は、必要に応じてスチレンイソプ
レン及びスチレンブタジエンなどのブロック成分を含んでいてもよいスチレン－イソプレ
ン－スチレン、スチレン－ブタジエン－スチレン、スチレン－エチレン／ブチレン－スチ
レン及びスチレン－エチレン／プロピレン－スチレンを含む。接着剤は、ホットメルト、
溶媒又はエマルジョン技術を用いて塗布することができる。
【００２７】
　本開示にかかる及び／又は図１に示されるような本開示にかかるテープを組み込んだ個
人衛生用品において、トップシート６１は、通常、液体に対して透過性であり、着用者の
皮膚に接触するように設計されており、外側に面するバックシート６２は、通常、液体に
対して不透過性である。通常、トップシートとバックシートとの間に封入された吸収性コ
ア６３が存在する。様々な材料は、トップシート６１と、バックシート６２と、本開示に
かかる吸収性物品における吸収性コア６３とについて有用であり得る。トップシート６１
について有用な材料の例は、孔あきプラスチックフィルム、織布、不織布ウェブ、多孔性
発泡体及び網状発泡体を含む。いくつかの実施形態において、トップシート６１は、不織
布材料である。適切な不織布材の例は、ポリマーフィラメントを形成する繊維のスパンボ
ンド若しくはメルトブローンウェブ（例えば、ポリオレフィン、ポリエステル、又はポリ
アミドフィラメント）、並びに天然ポリマー（例えば、レーヨン又は綿繊維）及び／又は
合成ポリマー（例えばポリプロピレン若しくはポリエステル繊維に）の結合されたカード
ウェブが挙げられる。不織布ウェブは、界面活性剤によって処理された又は所望のレベル
の湿潤性及び親水性を与えるために処理された表面とすることができる。バックシート６
２は、外側カバーと呼ばれることもあり、ユーザーから最も遠い層である。バックシート
６２は、吸収性コアに含まれる身体排出物が着用者の衣類、寝具又はおむつに接触する他
の素材を濡らす又は汚すのを防ぐように機能する。バックシート６２は、熱可塑性フィル
ム（例えば、ポリ（エチレン）フィルム）とすることができる。より審美的に心地よい外
観を提供するために、熱可塑性フィルムはエンボス加工されてもよく、及び／又はマット
仕上げにされてもよい。バックシート６２はまた、例えば、熱可塑性フィルムに積層され
た又は熱可塑性フィルムの非存在下でさらに所望のレベルの液体不透過性を与えるように
構成若しくは処理された織布又は不織布繊維ウェブを含むことができる。適当なバックシ
ート６２はまた、液体に対して実質的に不透過性である蒸気又はガス透過性微多孔「通気
性」材料を含む。適切な吸収性コア６３は、液体を吸収して保持することができる天然、
合成又は修飾された天然ポリマー（例えば、水性液体）を含む。そのようなポリマーは、
それらを水不溶性であるが膨潤性の状態にするために（例えば、物理的交絡、結晶性ドメ
イン、共有結合、イオン錯体及び会合、水素結合などの親水性会合及び疎水性会合又はフ
ァンデルワールス力により）架橋されることができる。そのような吸収性材料は、通常、
液体を急速に吸収し、通常は開放せずにそれらを保持するように設計されている。本明細
書に開示された吸収性物品において有用な好適な吸収性材料の例は、木材パルプ又は他の
セルロース材料及び超吸収性ポリマー（ＳＡＰ）を含む。
【００２８】
　本開示にかかる及び／又は本明細書に開示されたテープを含む個人衛生用品（例えば、
失禁用物品及びおむつ）は、矩形状、文字Ｉのような形状、文字Ｔのような形状又は砂時
計形状などの任意の所望の形状を有することができる。個人衛生用品はまた、各長手方向
縁部に沿って固定タブ７０と再締結可能なパンツスタイルのおむつであってもよい。図１
に示した実施形態を含むいくつかの実施形態において、トップシート６１及びバックシー
ト６２は、互いに取り付けられ、第１及び第２の長手方向の対向する縁部６４ａ及び６４
ｂまでの全ての途中において筐体をともに形成する。いくつかの実施形態において、トッ
プシート６１又はバックシート６２のうちの一方のみが第１及び第２の長手方向の対向す
る縁部６４ａ及び６４ｂまで延在している。他の実施形態において、筐体は、例えば耳部
を形成するために吸収性物品の製造中に少なくともトップシート６１、バックシート６２
及び吸収性コア６３を挟むように取り付けられた別個のサイドパネルを含むことができる
。サイドパネルは、トップシート６１又はバックシート６２と同一であるか又は異なる材
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料（例えば、異なる不織布）から形成することができる材料で製造されることができる。
これらの実施形態において、サイドパネルはまた、筐体の一部を形成する。
【００２９】
　本開示にかかる個人衛生用品はまた、生理用ナプキンを含む。生理用ナプキンは、典型
的には、着用者の下着に隣接して配置されることが意図されるバックシートを含む。接着
剤又は機械的ファスナーは、着用者の下着に生理用ナプキンを取り付けるためにバックシ
ート上に設けられている。生理用ナプキンは、典型的には、トップシート及び吸収性コア
を含む。バックシート、トップシート及び吸収性コアは、おむつ又は失禁物品におけるこ
れらの要素のための上述した材料のいずれかから製造することができる。生理用ナプキン
は、砂時計、鍵穴又は一般には矩形形状などの任意の所望の形状を有することができる。
バックシートはまた、着用者の下着の反対側に折り返すように意図されているフラップを
含むことができる。バックシートは、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内
の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを含む。低い
多孔率のシースルー領域又はいくつかの実施形態においては低い多孔率のシースルー領域
のパターンは、数字、絵、記号、幾何学的形状、アルファベット文字、バーコード又はそ
れらの任意の組み合わせの形態とすることができる。これらの数字、絵、記号、幾何学的
形状、アルファベット文字のいずれか又はそれらの組み合わせは、必要に応じて、会社名
、ロゴ、ブランド名又は商標画像の一部であってもよい。
【００３０】
　いくつかの実施形態において、本開示にかかるテープにおける微多孔性フィルムは、第
１の層及び第２の層を含む多層構造の第１の層であり、第２の層の一部は、低い多孔率の
少なくとも１つのシースルー領域を介して視認可能である。図２は、微多孔性フィルムが
第１の層１０１である多層構造１００の斜視図である。微多孔性フィルムは、不透明な微
多孔性領域１１２及び低い多孔率のシースルー領域１１４の繰り返しシリーズを有する。
多層構造１００の第２の層１０２は、シースルー領域１１４を介して視認可能である。微
多孔性フィルムは、上述したように、テープ裏材、剥離テープ又は機械的ファスナーとす
ることができ、機械的ファスナーは、雄又は雌締結要素を含むことができる。低い多孔率
のシースルー領域１１４の繰り返しシリーズは、多くの有用な方法によって製造すること
ができる。例えば、ロールのいずれかがシースルー領域１１４の形状の領域を隆起させた
２つの加熱ロールから製造されたニップが有用であり得る。ニップにおける熱及び圧力は
、シースルー領域を形成するために隆起領域における微多孔構造を崩壊させることができ
る。多層構造１００の第２の層１０２は、シースルー領域１１４の間において視認可能で
ある対照的な色を有することができる。
【００３１】
　図２に示されるような多層構造は、様々な方法で製造されることができ、第２の層１０
２又は他の層は、様々な材料から製造されることができる。いくつかの実施形態において
、第２の層又は他の層は、織布ウェブ、不織布ウェブ（例えば、スパンボンドウェブ、ス
パンレースウェブ、エアレイドウェブ、メルトブローンウェブ及びボンデッドカーデッド
ウェブ）、織物、プラスチックフィルム（例えば、単層又は多層フィルム、共押出しフィ
ルム、横積層フィルム又は発泡体層を含むフィルム）及びそれらの組み合わせを含むこと
ができる。第２の層１０２又は他の層は、（例えば、顔料又は染料を含めることにより）
着色されていてもよい。第２の層１０２又は他の層はまた金属化されてもよい。これらの
種類の材料のいずれかについて、第１及び第２の層は、押出ラミネーション、接着剤（例
えば、感圧性接着剤）、又は他の結合方法（例えば、超音波接合、圧着又は表面結合）に
よって結合することができる。例えば、プラスチックフィルムの場合には、第１及び第２
の層が別個に押出された後、ともに積層されることができる。いくつかの実施形態におい
て、多層構造は、例えば共押出によって形成された多層フィルムである。少なくとも第１
及び第２の層の多層フィルムは、任意の適切な種類の共押出ダイ及びインフレーションフ
ィルム押出又はキャストフィルム押出などの任意の適切なフィルム製造方法を使用して共
押出されることができる。いくつかの実施形態において、米国特許第４，８３９，１３１
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号明細書（Ｃｌｏｅｒｅｎ）に示されているような多層フィードブロックによって多層溶
融流が形成されることができる。共押出における最高の性能を得るために、各層について
のポリマー組成物は、溶融粘度などの同様の性質を有するように選択することができる。
共押出の技術は、Ｐｒｏｇｅｌｈｏｆ，Ｒ．Ｃ．及びＴｈｒｏｎｅ，Ｊ．Ｌ．、「Ｐｏｌ
ｙｍｅｒ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ」、Ｈａｎｓｅｒ／Ｇａｒｄ
ｎｅｒ　Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎｓ，Ｉｎｃ．、Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ、Ｏｈｉｏ、１９
９３を含む多数のポリマー加工文献においてみられる。いくつかの実施形態において、第
１のポリマー組成物に以下に記載されるようなβ造核剤、希釈剤又はキャビテーション剤
を含む第１の層は、そのような薬剤を欠く第２の異なるポリマー組成物によって共押出す
ることができる。第２のポリマー組成物は、顔料や染料などの着色剤を含んでもよい。共
押出フィルムを延伸することは、本明細書に記載されたシースルー領域が第２の層の一部
を明らかにするために形成されるまで、第１の層を不透明且つ微多孔性として第２の層に
おける色を効果的に隠すことができる。
【００３２】
　本開示にかかる多層フィルムは、以下に記載された方法のいずれかによって形成された
複数の微多孔層を有することができる。例えば、単一の第２の層は、その表面の双方に微
多孔層を有することができる。単一の第２の層は、着色されていてもよい。他の実施形態
において、複数の異なる着色層は、他の方法で複数の微多孔層と交互に配置されてもよい
。いくつかの実施形態において、低い多孔率のシースルー領域は、その後、１つ以上のシ
ースルー領域において異なる色を明らかにするために所定の微多孔層で形成される。これ
らのような多層フィルムは、本明細書に開示されたテープにおける透明なテープ裏材又は
剥離テープの片側に取り付けられることができる。これらの実施形態において、テープ裏
材及び剥離テープは、多層であってもよい。
【００３３】
　図２を再び参照すると、微多孔性フィルムは、第１の層１０１及び第２の層１０２を含
む多層構造１００の第１の層１０１であり、第２の層の一部は、微多孔性フィルムにおけ
る低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域に介して視認可能であり、第２の層１０
２は、並列共押出フィルムとすることができる。並列共押出フィルムは、多数の有用な方
法で作製することができる。例えば、米国特許第４，４３５，１４１号明細書（Ｗｅｉｓ
ｎｅｒら）は、フィルムの横断方向において他のセグメントを有する多成分フィルムを作
るためのダイバーを有するダイを記載している。米国特許第６，６６９，８８７号明細書
（Ｈｉｌｓｔｏｎら）に記載されているように並列共押出フィルムの一方又は双方の外面
上に連続外皮層を共押出しすることを同様に含む同様のプロセスもまた有用な場合もある
。並列レーンへの異なるポリマー組成物の流れの管理はまた、並列共押出を達成するため
に複数のダイを必要とするアプローチとは対照的に分配板を有する単一のマニホールドダ
イを用いて行うことができる。ダイ及び分配板に関するさらなる詳細は、例えば米国特許
出願公開第２０１２／０３０８７５５号明細書（Ｇｏｒｍａｎら）にみることができる。
並列共押出フィルムはまた、例えば国際公開第２０１１／１１９３２３号（Ａｕｓｅｎら
）及び米国特許出願公開第２０１４／００９３７１６号明細書（Ｈａｎｓｃｈｅｎら）に
記載されたもののダイなど、複数のシムを含み且つ溶融ポリマーのための２つのキャビテ
ィを有する他の押出ダイによって製造することができる。並列共押出用の押出ダイはまた
、ウィスコンシン州チペワフォールズのＮｏｒｄｓｏｎ　Ｅｘｔｒｕｓｉｏｎ　Ｄｉｅｓ
　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから利用可能である。並列共押出フィルムは、異なる色や異なる
レーンにおける同じ色の異なる色合いを有することができ、そのため、複数の色は、低い
多孔率のシースルー領域１１４を介してみることができる。
【００３４】
　本開示にかかるテープの実施形態の写真が図３に示される。本実施形態において、雄締
結要素を含む機械的ファスナーは、微多孔性フィルムである。微多孔性フィルムは、微多
孔性フィルムの微多孔性領域３２内の低い多孔率のシースルー領域３４の繰り返しパター
ンを有する。図示された実施形態において、機械的ファスナーは、不織布裏材に接着され
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ている。写真には示されていないが、微多孔性フィルムは微多孔性領域において白色であ
る一方で、不織布裏材は色を有する。不織布裏材の色は、シースルー領域を介してみるこ
とができる。
【００３５】
　ロゴを示す他の写真が図４に示される。本実施形態において、雄締結要素を含む機械的
ファスナーは、微多孔性フィルムである。微多孔性フィルムは、レーザを用いてデジタル
作製されたミネソタ州セントポールの３Ｍ社の商標を有する。レーザ形成された商標は、
微多孔性フィルムの微多孔性領域内の低い多孔率のシースルー領域を形成する。
【００３６】
　幼児用おむつ又は成人用失禁物品とすることができるパンツ又はショートパンツスタイ
ルの失禁用物品２００と関連する本開示にかかるテープの他の実施形態が図５、図５Ａ及
び図５Ｂに示されている。そのようなパンツスタイルの失禁用物品の使用後に、それは、
典型的には、脚にわたって取り外される必要がないようにロールアップする前にその継ぎ
目２０３の少なくとも１つに沿って引き裂かれる。本開示にかかるテープは、図示された
実施形態における使い捨てテープ２０２の形態である。本明細書において使用される用語
「テープ」は、使い捨てテープを含むことが理解されるべきである。使い捨てテープ２０
２は、図５Ｂに示されるように、継ぎ目２０３に沿って引き裂かれた後にロールアップ構
成で使用済み（汚れた）失禁用物品を保持するために使用される。様々な使い捨てテープ
構造は、例示の実施形態において有用であり得るが、使い捨てテープ２０２は、スリット
２３６によって分離された２つの隣接する第１及び第２のテープタブ要素２０４、２０６
のそれぞれを含む。第１及び第２のテープタブ要素２０４、２０６のそれぞれは、図５Ａ
において視認可能な塑性変形フィルム２０５に接着で取り付けられる。この使い捨てテー
プ構造についての詳細は、国際公開第２００７／０３２９６５号（Ｄａｈｍら）にみるこ
とができる。図示された実施形態において、テープのタブ要素２０４、２０６は、それぞ
れ、不透明な微多孔性領域２２２及び不透明な微多孔性領域２２２内の低い多孔率のシー
スルー領域２２４を有する微多孔性フィルムを備える。低い多孔率のシースルー領域２２
４は、図示された実施形態においてはアルファベット文字の形態である。しかしながら、
上述したように、シースルー領域は、数字、画像、記号、幾何学的形状、アルファベット
文字、バーコード又はそれらの任意の組み合わせの形態とすることができる。これらの数
字、絵、記号、幾何学的形状、アルファベット文字のいずれか又は必要に応じてそれらの
組み合わせは、会社名、ロゴ、ブランド名、商標、画像の一部であってもよい。
【００３７】
　様々な方法は、本明細書に開示された微多孔性フィルムを製造するのに有用である。い
くつかの実施形態において、本明細書に開示される様々な実施形態におけるテープ裏材、
剥離テープ又は機械的ファスナーとすることができる多孔性フィルムは、β成核から生じ
る。半結晶性ポリオレフィンは、２種以上の結晶構造を有することができる。例えば、ア
イソタクチックポリプロピレンは、α（単斜晶）、β（擬似六角晶）及びγ（三斜晶系）
形態の少なくとも３つの異なる形態に結晶化することが知られている。溶融結晶化材料に
おいて、優勢な形態はα型、すなわち単斜晶型である。β型は一般に、特定の不均質核が
存在するか又は結晶化が温度勾配中若しくは剪断力の存在下に生じるのでなければ、ほん
の数パーセントの濃度で生じる。不均質核は、β造核剤として一般に知られており、結晶
性ポリマー溶融物中で異物として働く。ポリマーがその結晶化温度（例えば、６０℃から
１２０℃又は９０℃から１２０℃の範囲の温度）未満に冷却すると、ゆるく巻かれたポリ
マー鎖がβ造核剤の周囲で配向してβ相領域を形成する。β型のポリプロピレンはメタ安
定形であるが、熱処理及び／又は応力を加えることによって更に安定なα型へ転換される
可能性がある。ポリプロピレンのβ形態が特定の条件下で延伸されるとき、微多孔が様々
な量で形成されることができる。例えば、Ｃｈｕら著、「Ｍｉｃｒｏｖｏｉｄ　ｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ　ｐｒｏｃｅｓｓ　ｄｕｒｉｎｇ　ｔｈｅ　ｐｌａｓｔｉｃ　ｄｅｆｏｒｍａ
ｔｉｏｎ　ｏｆ　β－ｆｏｒｍ　ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ」，Ｐｏｌｙｍｅｒ，Ｖｏ
ｌ．３５，Ｎｏ．１６，ｐｐ．３４４２～３４４８，１９９４、及びＣｈｕら著、「Ｃｒ



(12) JP 6611613 B2 2019.11.27

10

20

30

40

50

ｙｓｔａｌ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｍｉｃｒｏｐｏｒｅ　ｆｏｒｍａ
ｔｉｏｎ　ｄｕｒｉｎｇ　ｕｎｉａｘｉａｌ　ｄｒａｗｉｎｇ　ｏｆ　β－ｆｏｒｍ　ｐ
ｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　ｆｉｌｍ」，Ｐｏｌｙｍｅｒ，Ｖｏｌ．３６，Ｎｏ．１３，
ｐｐ．２５２３～２５３０，１９９５を参照のこと。この方法からの孔サイズは、約０．
０５マイクロメートルから約１マイクロメートル、いくつかの実施形態においては約０．
１マイクロメートルから約０．５マイクロメートルの範囲とすることができる。
【００３８】
　一般に、微多孔性フィルムにおける多孔率がβ造核剤から生成される場合、フィルムは
、半結晶性ポリオレフィンを含む。種々のポリオレフィンが有用であり得る。典型的には
、半結晶性ポリオレフィンはポリプロピレンを含む。ポリプロピレンを含む半結晶性ポリ
オレフィンは、プロピレン繰り返し単位を含有するポリプロピレンホモポリマー又はコポ
リマーであってよいと理解すべきである。コポリマーは、プロピレンと少なくとも１種の
他のオレフィン（例えば、エチレン又は炭素原子数が４～１２又は４～８のα－オレフィ
ン）とのコポリマーであってよい。エチレン、プロピレン及び／又はブチレンのコポリマ
ーが有用であり得る。いくつかの実施形態では、コポリマーは、ポリプロピレンを最大９
０、８０、７０、６０、又は５０重量％含有する。いくつかの実施形態では、コポリマー
は、ポリプロピレン又はα－オレフィンのうち少なくとも一方を最大５０、４０、３０、
２０、又は１０重量％含有する。半結晶性ポリオレフィンはまた、ポリプロピレンを熱可
塑性ポリマーのブレンドの一部であってもよい。好適な熱可塑性ポリマーとしては、典型
的に従来のプロセス条件において溶融加工可能な結晶性ポリマーが挙げられる。即ち、加
熱すると、ポリマーは典型的に軟化及び／又は融解して、シートを形成するために押出成
形機などの従来の機器で加工することができる。結晶性ポリマーは、その溶融物を制御さ
れた条件下で冷却すると、幾何学的に規則正しく秩序立って並べられた化学構造を自然に
形成する。好適な結晶性熱可塑性ポリマーの例としては、ポリオレフィンなどの付加重合
体が挙げられる。有用なポリオレフィンとしては、エチレン（例えば、高密度ポリエチレ
ン、低密度ポリエチレン、若しくは直鎖低密度ポリエチレン）、α－オレフィン（例えば
、１－ブテン、１－ヘキセン、若しくは１－オクテン）のポリマー、スチレンポリマー、
並びにかかるオレフィン２種以上のコポリマーが挙げられる。半結晶性ポリオレフィンは
、かかるポリマーの立体異性体混合物、例えば、アイソタクチックポリプロピレンとアタ
クチックポリプロピレンとの混合物、又はアイソタクチックポリスチレンとアタクチック
ポリスチレンとの混合物を含んでいてよい。いくつかの実施形態では、半結晶性ポリオレ
フィンブレンドは、ポリプロピレンを最大９０、８０、７０、６０、又は５０重量％含有
する。いくつかの実施形態では、ブレンドは、ポリプロピレン又はα－オレフィンのうち
少なくとも一方を最大５０、４０、３０、２０、又は１０重量％含有する。
【００３９】
　いくつかの実施形態において、微多孔性フィルムは、半結晶性ポリオレフィンを含み且
つ毎分０．１から１０デシグラム、例えば毎分０．２５から２．５デシグラムの範囲の溶
融流速を有するポリマー組成物から製造される。
【００４０】
　微多孔性フィルムにおける多孔率がβ造核剤から生成されたとき、β造核剤は、ポリオ
レフィンを含む溶融形成されたシートにβ型球晶を生成することができる任意の無機又は
有機の結晶核剤とすることができる。有用なβ造核剤としては、ガンマキナクリドン、キ
ニザリンスルホン酸のアルミニウム塩、ジヒドロキナクリジン-ジオン及びキナクリジン
－テトロン、トリフェネオールジトリアジン（triphenenol ditriazine）、ケイ酸カルシ
ウム、ジカルボン酸（例えば、スベリン酸、ピメリン酸、オルト－フタル酸、イソフタル
酸及びテレフタル酸）、前記ジカルボン酸のナトリウム塩、前記ジカルボン酸の周期表第
ＩＩＡ族金属（例えば、カルシウム、マグネシウム、又はバリウム）との塩、デルタ－キ
ナクリドン、アジピン酸又はスベリン酸のジアミド、種々のインジゴゾル及びシバンチン
有機顔料、キナクリドンキノン、Ｎ’，Ｎ’－ジシクロヘキシル（dicyclohexil）－２，
６－ナフタレンジカルボキシアミド（例えばＮｅｗ　Ｊａｐａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃ
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ｏ．Ｌｔｄ．から「ＮＪ－Ｓｔａｒ　ＮＵ－１００」という商品名で入手可能）、アント
ラキノンレッド及びビスアゾイエロー顔料が挙げられる。押出成形フィルムの特性は、β
造核剤の選択及びβ造核剤の濃度によって決まる。いくつかの実施形態では、β造核剤は
、γキナクリドン、スベリン酸カルシウム塩、ピメリン酸カルシウム塩、並びにポリカル
ボン酸のカルシウム塩及びバリウム塩からなる群から選択される。いくつかの実施形態で
は、β造核剤はキナクリドン系着色剤Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｒｅｄ　Ｅ３Ｂであって、こ
れはＱ染料とも呼ばれる。いくつかの実施形態では、β造核剤は、有機ジカルボン酸（例
えば、ピメリン酸、アゼライン酸、Ｏ－フタル酸、テレフタル酸、及びイソフタル酸）と
ＩＩ族金属（例えば、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム及びバリウム）の酸化
物、水酸化物又は酸性塩とを混合することによって形成される。いわゆる２成分開始剤と
しては、炭酸カルシウムと前に挙げた任意の有機ジカルボン酸との組み合わせ、及びステ
アリン酸カルシウムとピメリン酸との組み合わせが挙げられる。いくつかの実施形態では
、β造核剤は、米国特許第７，４２３，０８８号明細書（Ｍａｄｅｒら）に記載されてい
るような芳香族トリカルボキシアミドである。
【００４１】
　β造核剤は、溶融状態からポリマーの結晶化を誘導し、ポリマーの結晶化を高速化する
ためにポリマー結晶化部位の開始を促進する重要な機能を果たす。それゆえに、造核剤は
、ポリマーの結晶化温度において固体であってもよい。造核剤は、ポリマーの結晶化速度
を上げるので、結果として得られるポリマー粒子又は球晶のサイズは小さくなる。
【００４２】
　β－造核剤を、本明細書において開示する微多孔性フィルムの作製に役立つ半結晶性ポ
リオレフィンに組み込む便利な方法は、濃縮物を使う方法である。濃縮物は、典型的には
、最終的な微多孔性フィルム中で望ましい濃度より高濃度の造核剤を含有する、高濃度の
ペレット化ポリプロピレン樹脂である。造核剤は濃縮物中に、０．０１重量％～２．０重
量％（１００～２０，０００ｐｐｍ）の範囲で含まれており、いくつかの実施形態では、
０．０２重量％～１重量％（２００～１０，０００ｐｐｍ）の範囲で含まれている。典型
的な濃縮物は、微多孔性フィルムのポリオレフィン総含量に対して０．５重量％から５０
重量％の範囲（いくつかの実施形態においては１重量％から１０重量％の範囲）の無核ポ
リオレフィンと混合される。最終的な微多孔性フィルム中におけるβ－核形成剤の濃度範
囲は、重量で０．０００１％～１％（１ｐｐｍ～１０，０００ｐｐｍ）、幾つかの実施形
態においては、重量で０．０００２％～０．１％（２ｐｐｍ～１０００ｐｐｍ）であって
もよい。濃縮物はまた、安定化剤、顔料及び加工材などの他の添加物を含有することも可
能である。
【００４３】
　半結晶性ポリオレフィン中のβ型球晶の濃度は、例えばＸ線結晶学及び示差走査熱量測
定法（ＤＳＣ）を用いて測定され得る。ＤＳＣにより、α相及びβ相の両方の融点及び融
解熱が本開示の実施に有用な微多孔性フィルム中で測定され得る。半結晶性ポリプロピレ
ンでは、β相の融点はα相の融点よりも低い（例えば、約１０～１５℃の差）。全融解熱
に対するβ相の融解熱の割合によって、サンプル中のβ型球晶の割合が与えられる。β型
球晶の濃度は、フィルム中のα相とβ相の結晶総量に基づいて少なくとも１０、２０、２
５、３０、４０、又は５０％である。これらの濃度のβ型球晶はフィルムが延伸される前
のフィルムに含まれていてよい。
【００４４】
　いくつかの実施形態において、その実施形態のいずれかにおける本開示の実施に有用な
微多孔性フィルムは、熱誘起相分離（ＴＩＰＳ）法を用いて形成される。微多孔性フィル
ムを製造するこの方法は、典型的には、溶融混合物を形成するための結晶性ポリマー及び
希釈剤の溶融混合を含む。そして、溶融混合物は、フィルム状に形成され、ポリマーが結
晶化する温度に冷却され、空隙を形成するポリマーと希釈剤との間で相分離が起こる。こ
の方法において、フィルムは、希釈剤化合物中の結晶化ポリマーの凝集体を含んで形成さ
れる。空隙化されたフィルムは、ある程度の不透明度を有する。
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【００４５】
　いくつかの実施形態において、結晶化したポリマーを形成した後、材料の多孔率は、少
なくとも一方向にフィルムを延伸するか又は希釈剤の少なくとも一部を除去することの少
なくとも一方によって増加される。このステップは、互いに隣接したポリマーの粒子の分
離をもたらし、相互接続された微小孔のネットワークを提供する。このステップはまた、
繊維を形成するようにポリマーを恒久的に減衰させ、フィルムに強度と多孔性を付与する
。希釈剤は、延伸の前又は後のいずれかにおいて材料から除去することができる。いくつ
かの実施形態において、希釈剤は除去されない。この方法によって達成される孔サイズは
、約０．２ミクロンから約５ミクロンの範囲とすることができる。
【００４６】
　本開示の実施に有用な微多孔性フィルムが、微多孔性フィルムが、テープ裏材、剥離テ
ープ又は機械的ファスナーである実施形態を含むＴＩＰＳプロセスから形成されたとき、
フィルムは、β造核によって製造されたフィルムに関連して上述した半結晶性ポリオレフ
ィンのいずれかを含むことができる。さらに、単独で又は組み合わせて有用であり得る他
の結晶性ポリマーは、高及び低密度ポリエチレン、ポリ（ビニリデンフルオライド）、ポ
リ（メチルペンテン）（例えば、ポリ（４－メチルペンテン））、ポリ（乳酸）、ポリ（
ヒドロキシブチレート）、ポリ（エチレン－クロロトリフルオロエチレン）、ポリ（フッ
化ビニル）、ポリ塩化ビニル、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリ（ブチレンテレフ
タレート）、エチレン－ビニルアルコール共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポ
リブチレン、ポリウレタン及びポリアミド（例えば、ナイロン６又はナイロン６６）を含
む。本開示にかかる多孔性フィルムを提供するために有用な希釈剤は、鉱油、ミネラルス
ピリット、ジオクチルフタレート、流動パラフィン、パラフィンワックス、グリセリン、
ワセリン、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシド、ポリテトラメチレンオキシ
ド、ソフトカーボワックス及びそれらの組み合わせを含む。希釈剤の量は、典型的には、
ポリマー及び希釈剤の総重量に基づいて、約２０重量部から７０重量部、３０重量部から
７０重量部又は５０重量部から６５重量部の範囲である。
【００４７】
　いくつかの実施形態において、その実施形態のいずれかにおける本開示の実施に有用な
微多孔性フィルムは、粒子キャビテーション剤を用いて形成される。そのようなキャビテ
ーション剤は、ポリマーマトリックス材料と非相溶性又は非混和性であり、フィルムの押
出及び配向の前にポリマーコアマトリックス材料内に分散相を形成する。そのようなポリ
マー基材が１軸又は２軸延伸を受けた場合、空隙又はキャビティが分散した分散相部分の
周りに形成し、マトリックス及びキャビティ内の光の散乱に起因して不透明な外観を提供
する多数のキャビティが充填されたマトリックスを有するフィルムを提供する。微多孔性
フィルムが、テープ裏材、剥離テープ又は機械的ファスナーである実施形態を含む微多孔
性フィルムは、ＴＩＰＳフィルムに関連して上述したポリマーのいずれかを含むことがで
きる。粒子キャビテーション剤は、無機又は有機であってもよい。有機キャビテーション
剤は、一般に、フィルムマトリックス材料の融点よりも高い融点を有する。有用な有機キ
ャビテーション剤は、ポリエステル（例えば、ポリブチレンテレフタレート又はナイロン
６などのナイロン）、ポリカーボネート、アクリル樹脂及びエチレンノルボルネン共重合
体を含む。有用な無機キャビテーション剤は、タルク、炭酸カルシウム、二酸化チタン、
硫酸バリウム、ガラスビーズ、ガラスバブル（すなわち、中空ガラス球）、セラミックビ
ーズ、セラミックバブル及び金属微粒子を含む。キャビテーション剤の粒径は、粒子の重
量の少なくとも大部分が、例えば、約０．１ミクロンから約５ミクロン、いくつかの実施
形態においては約０．２ミクロンから約２ミクロンなどの全体の平均粒径を含むようなも
のである。（用語「全体」は３次元のサイズを意味し、用語「平均」は平均値である。）
キャビテーション剤は、ポリマー及びキャビテーション剤の総重量に基づいて、約２重量
％から約４０重量％、約４重量％から約３０重量％又は約４重量％から約２０重量％の量
でポリマーマトリックス中に存在することができる。
【００４８】
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　微多孔性フィルムが本開示にかかる剥離テープ又はテープである上述した微多孔性フィ
ルムの実施形態のいずれかにおいて、微多孔性フィルムは、典型的には、剥離コーティン
グ（例えば、シリコーン、フルオロケミカル又はカルバメートのコーティング）を備える
。
【００４９】
　追加の成分は、所望の用途に応じて、本開示の実施形態のいずれかを実施するのに有用
な多孔性フィルムに含まれてもよい。例えば、界面活性剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤、
酸化防止剤、有機又は無機着色剤、安定剤、難燃剤、芳香剤、β造核剤以外の造核剤及び
可塑剤が含まれていてもよい。前記β造核剤の多くには色が付いている。また、着色剤は
、例えばカラーコンセントレート又は着色マスターバッチの形態で添加してもよい。
【００５０】
　上述した方法のいずれかによって作製された微多孔性フィルムの場合、フィルムは、典
型的には、微多孔性構造を形成するか又は強化するために延伸される。フィルムを延伸す
ることは、ウェブ２軸又は１軸上で行うことができる。２軸延伸は、裏材の平面内の２つ
の異なる方向に延伸することを意味する。典型的には、常にではないが、一方の方向は、
機械的方向又は長手方向「Ｌ」であり、他方の異なる方向は、横断方向又は幅方向「Ｗ」
である。例えば、最初は長手方向又は幅方向のいずれかに、その後は長手方向又は幅方向
の他方に、熱可塑性の裏材を延伸して連続的に行うことができる。２軸延伸は、双方の方
向において、実質的に同時に行われてもよい。１軸延伸は、裏材の平面において一方向に
のみ延伸することを指す。典型的には、１軸方向の延伸は「Ｌ」又は「Ｗ」のうちの１つ
の方向に行われるが、他の方向の延伸も可能である。
【００５１】
　いくつかの実施形態において、延伸は、フィルムの長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の
少なくとも一方を少なくとも１．２倍（いくつかの実施形態では、少なくとも１．５、２
又は２．５倍）増加させる。いくつかの実施形態において、延伸は、フィルムの長さ（「
Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の双方を、少なくとも１．２倍（いくつかの実施形態では、少な
くとも１．５、２又は２．５倍）増加させる。いくつかの実施形態において、延伸は、フ
ィルムの長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の少なくとも一方を最大５倍（いくつかの実施
形態では、最大２．５倍）増加させる。いくつかの実施形態において、延伸は、フィルム
の長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の双方を最大５倍（いくつかの実施形態では、最大２
．５倍）増加させる。（例えば、雄型締結要素の）直立柱を含む上述したようなβ造核剤
を含むフィルムにおいて、予想外にも、最大２．５、２．２５、２．２又は２の延伸率で
さえもさらなる１軸延伸が炭酸カルシウムなどの他のキャビテーション剤の非存在下でさ
えも、高い程度の多孔率及び不透明性を提供することができることを見出した。直立柱を
含まないフィルムにおいて、延伸は、フィルムの長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の少な
くとも一方を最大１０倍（いくつかの実施形態では、最大２０倍以上）増加させる。いく
つかの実施形態において、延伸は、フィルムの長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の双方を
最大１０倍（いくつかの実施形態では、最大２０倍以上）増加させる。
【００５２】
　一般に、熱可塑性フィルムは、熱可塑性材料の融点を下回る温度、特にフィルムの線延
伸温度を下回る温度で一軸的に又は二軸的に延伸されると、熱可塑性フィルムは不均一に
延伸する場合があり、延伸部分と非延伸部分との間に明確な境界が形成される。この現象
は、ネッキング又は線延伸と称される。しかしながら、十分に高い程度まで延伸されると
、熱可塑性裏材の実質的に全体が均一に延伸される。これが起こる延伸比は、「自然な延
伸比」又は「自然な延伸倍率」と称される。自然な延伸比を上回る延伸は、厚さ、引張り
強度、及び弾性率等の著しくより均一な特性又は特徴を提供することが理解される。任意
の所与の熱可塑性裏材及び伸長条件について、自然な延伸比は、熱可塑性裏材を形成する
熱可塑性樹脂の組成物、ツールロール上の急冷条件に起因する形成された熱可塑性裏材の
形態学、並びに例えば、延伸の温度及び速度等の要因によって決定される。さらに、２軸
的に延伸された熱可塑性裏材について、一方向の自然な延伸比は、最終延伸比を含む、他
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方向の延伸条件によって影響される。したがって、一方向の自然な延伸比が他方向の固定
延伸比を前提とするといえるか、あるいは、自然な延伸比を生じる一対の延伸比（１つは
第１の方向及び１つは第２の方向）であるといえる。用語「延伸比」は、延伸前の同一部
分の線状寸法に対する延伸後の熱可塑性裏材の所与の部分の線状寸法の比を指す。ポリプ
ロピレンの最も一般的な結晶形態であるα型の自然延伸比は約６：１であると報告されて
いる。
【００５３】
　本開示の実施に有用なフィルムの延伸は、様々な方法で行うことが可能である。フィル
ムが不定長のウェブであるとき、例えば、機械的方向の１軸延伸は、フィルムを速度を上
げたロール上で進めることによって行うことができる。本明細書で用いられる用語「機械
的方向」（ＭＤ）は、フィルムの走行する連続ウェブの方向を意味する。フィルムの１軸
的連続延伸、及び同時２軸的延伸を可能にする最も汎用的な延伸方法は、フラットフィル
ムテンター装置を用いることである。そのような装置は、複数のクリップ、グリッパー、
又は他のフィルム端把持手段を、フィルムの対向する端部に沿って使用して、分岐レール
に沿って異なる速度で把持手段を推進させることによって、所望の方向に１軸的延伸、連
続２軸的延伸、又は同時２軸的延伸がなされるように、熱可塑性ウェブを把持する。クリ
ップの速度を機械的方向に増加させることは、一般に、機械的方向の延伸を生じる。分岐
するレール等の手段は、一般に、横方向の延伸を生じる。本明細書で使用されるとき、用
語「横断方向」（ＣＤ）は、本質的に縦方向に垂直である方向を意味する。１軸及び２軸
延伸は、例えば、米国特許第７，８９７，０７８号明細書（Ｐｅｔｅｒｓｅｎら）及びそ
こに引用される引用文献に開示される方法及び装置によって達成することができる。平ら
なフィルムテンター延伸装置は、例えば、Ｂｒｕｃｋｎｅｒ　Ｍａｓｃｈｉｎｅｎｂａｕ
　ＧｍｂＨ（ドイツ、Ｓｉｅｇｓｄｏｒｆ）から市販されている。
【００５４】
　フィルムを延伸することは、典型的には、例えば最大１５０℃までの高温で行われる。
加熱は、例えば、赤外線照射、熱気処理によって、又は加熱チャンバ内で延伸を行うこと
によって提供することができる。本開示にかかる機械的ファスナーのいくつかの実施形態
において、加熱は、機械的ファスナーが加熱に起因する機械的ファスナーへの損傷を最小
限に抑えるために突出する第１の表面と反対側のフィルムの第２の表面に印加される。例
えば、この実施形態では、フィルムの第２の表面と接触しているローラのみを加熱する。
いくつかの実施形態において、フィルムの延伸は５０℃から１３０℃の温度範囲で実行さ
れる。
【００５５】
　本開示にかかるテープにおいて、フィルムは様々な厚さを有していてよい。例えば、フ
ィルムの初期厚さ（すなわ、いかなる延伸の前）は、所望の用途に応じて、約７５０、５
００、４００、２５０又は１５０マイクロメートルまでとすることができる。いくつかの
実施形態において、フィルムの初期厚さは、所望の用途に応じて、少なくとも約５０、７
５又は１００マイクロメートルである。いくつかの実施形態において、フィルムの初期厚
さは、５０～約２２５マイクロメートル、約７５～約２００マイクロメートル又は約１０
０～約１５０マイクロメートルの範囲内である。フィルムは、本質的に均一な断面を有し
ていてもよく、又は、機械的ファスナーの場合、フィルムは、例えば、以下に記載される
成形ロールのうちの少なくとも１つによって付与することができる直立柱によって提供さ
れるものを超えた構造を有していてもよい。
【００５６】
　いくつかの実施形態において、微多孔を形成するか又は増強するために上述したフィル
ムを延伸することは、少なくとも１０、１５、２０、２５又は３０％の不透明度の増加を
提供する。不透明度の増加は、例えば、最大９０、８５、８０、７５、７０、６５、６０
、５５、又は５０％であってよい。初期不透明度は、例えば、フィルムの厚さの影響を受
ける。フィルムを延伸することは、典型的には厚さが低下し、そのことが、典型的には不
透明度の低下を引き起こす。しかしながら、応力白化及び微小孔の形成は不透明度の増強
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を引き起こす。本開示の目的のために、不透明度は、「Ｌ」値が黒色背景及び白色背景そ
れぞれに対して別個に測定される分光光度計を用いて測定されることができる。不透明度
は、（黒色背景に対して測定されたＬ／白色背景に対して測定されたＬ）×１００として
計算される。「Ｌ」値は、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　ｏｎ　
Ｉｌｌｕｍｉｎａｔｉｏｎによって確立されたＣＩＥＬＡＢ色空間スケールにおける３種
の標準パラメータのうちの１つである。「Ｌ」は、０（黒）～１００（最大強度）までの
範囲の輝度値である。延伸に起因する不透明度の変化率は、［（延伸後の不透明度－延伸
前の不透明度）／延伸前の不透明度］×１００によって計算される。
【００５７】
　いくつかの実施形態において、微多孔を形成するか又は増強するために上述したフィル
ムを延伸することは、少なくとも２０％のフィルムのグレースケール値の低下をもたらす
。いくつかの実施形態において、延伸は、少なくとも２５、３０、４０、５０％のグレー
スケール値の低下をもたらす。グレースケール値の低下は、例えば、最高９０、８５、８
０、７５、７０、６５、又は６０％であってよい。本開示の目的のために、グレースケー
ル値は、以下の実施例の欄に記載された方法を用いて透過モードで測定される。延伸によ
り、典型的にはフィルムの厚さの低下が生じ、それは、典型的には透過モードで測定され
るグレースケール値の増加に導く。しかしながら、応力白化は及び微小孔の形成は、透過
モードのグレースケール値の低下を引き起こす。フィルムの延伸によって生じるグレース
ケール値の変化率は、［（延伸後のグレースケール値－延伸前のグレースケール値）／延
伸前のグレースケール値］×１００によって計算される。いくつかの実施形態において、
微小孔性フィルムは、最大４０（いくつかの実施形態では、最大３５、３０、２５、２０
又は１５）のグレースケール値を有する。いくつかの実施形態において、本明細書に開示
された微小孔性フィルムについてのグレースケール値は、二酸化チタンなどの従来の量の
ＩＲ遮断剤を組み込んだこと以外は同様の組成のポリオレフィンフィルムで達成される値
と同等又はそれ以上である。
【００５８】
　微多孔性フィルムの不透明度及びグレースケール測定値は、その光透過能力と関係があ
る。本明細書で使用するとき、用語「光」は、人が裸眼で見える見えないにかかわらず、
電磁波を指す。紫外線は、約２５０ナノメートル（ｎｍ）～３８０ｎｍまでの範囲の波長
を有する光である。可視光は、３８０ナノメートル（ｎｍ）～７００ｎｍまでの範囲の波
長を有する光である。赤外線は、約７００ｎｍ～３００マイクロメートルまでの範囲の波
長を有する。本開示の実施に有用な微多孔性フィルムが延伸した後、紫外線、可視光及び
赤外線の透過率が低下する。延伸されたフィルムのミクロ孔は、紫外、可視及び赤外範囲
の光を散乱させる傾向がある。
【００５９】
　上述したように、熱、圧力又はそれらの組み合わせは、シースルー領域を提供するため
に有用であり得る。典型的には、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域は、微多
孔性フィルムにおける熱可塑性樹脂の溶融温度まで加熱される。少なくとも１つのシース
ルー領域における微多孔性フィルムの溶融は、その領域内のあるフィルム収縮をともなう
ことができるシースルー領域におけるフィルムの構造の恒久的変化をもたらす。加熱は、
圧力が微多孔性構造を崩壊させるために加熱をともなうように、少なくとも１つのシース
ルー領域の隆起画像を有するプレス又は加熱されたニップで行うことができる。圧力単独
は、いくつかの場合に微多孔性フィルムの微多孔性構造の一時的な変化を与えることがで
きる。静的プレスを使用する場合、隆起して加熱された画像に露出された側とは反対側の
フィルム側のゴム表面を使用することが有用であり得る。ゴム表面は、シースルー領域が
形成されている間に、２つの硬質面がフィルムに孔を形成するのを防止することができる
。ニップにおいて、圧力及び間隙は、フィルムにおける孔形成を防止するためにライン速
度と同様に調整することができる。
【００６０】
　加熱はまた、熱風又はレーザなどの指向性放射源を用いて行うことができる。様々な異
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なる種類のレーザが有用であり得る。例えば、炭酸ガスレーザが有用であり得る。紫外線
レーザ及びダイオードレーザも有用である。レーザに適した波長は、２００ｎｍから１１
，０００ｎｍの範囲とすることができる。レーザ波長及び材料の吸収特性は、材料の加熱
を形成するように一致又はほぼ一致するように選択することができる。当業者にとって、
レーザに適したパワー、材料上のビームサイズ及び材料を横切るビームの移動速度は、所
望の加熱を達成するように調整することができる。レーザ及び材料のこの一致は、例えば
、微多孔性フィルムが多層構造を有する層である場合に有利であり得る。レーザによる加
熱は、多層構造（例えば、多層フィルム）を有する微多孔性フィルムの位置に調整するこ
とができる。加熱は、材料の領域を露出させるために表面を横切って放射を導くことによ
って所定パターンで行うことができ、又は、放射は、パターン領域が放射に露出されるよ
うに、適切なマスクの表面を横切って導くことができる。微多孔性フィルムは、加熱の程
度を調整するためにレーザの焦点面の外側に配置することができる。
【００６１】
　ヒートシールフィルム、記録媒体及び吸油性化粧シートなどのいくつかの用途において
、微多孔性フィルムの領域における微多孔性構造を変更することがその領域内の不透明度
を変えることができることが示されている。例えば、１９９８年９月２３日に公開された
英国特許第２３２３３２７号明細書、１９９２年８月１９日に公開された英国特許第２２
５２８３８号明細書及び米国特許出願公開第２００３／０９１６１８号明細書（Ｓｅｔｈ
ら）を参照のこと。しかしながら、これらの場合のいくつかにおいて、変化は、例えば、
所定のパターン又は画像を提供することができないフィルムの使用時の衝撃によってラン
ダムに提供される。衝撃による微多孔構造の変化はまた、永続的ではないかもしれない。
他の場合において、変化は、フィルムの縁に沿って提供され、したがって、不透明な微多
孔性領域内の少なくとも１つのシースルー領域には提供されない。
【００６２】
　いくつかの実施形態において、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低
い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムは、機械的ファス
ナーである。いくつかの実施形態において、機械的ファスナーの機械的締結要素は、雄型
締結要素である。これらの実施形態のいくつかにおいて、雄型締結要素は、微多孔性フィ
ルムに取り付けられた底部を有する直立柱を備える。微多孔性フィルム及び直立柱は、典
型的には一体的である（つまり、ユニットと同時に形成される単一構造である）。微多孔
性フィルムは、典型的には、微多孔性フィルムに直接付着された直立柱を有する、本質的
に均一な厚さを有することができるシート又はウェブの形態である。
【００６３】
　フィルムの直立柱は、例えば、ダイキャスト成形技術による従来の押出し成形によって
製造することができる。いくつかの実施形態において、β造核剤を含有するポリオレフィ
ン組成物、キャビテーティング剤又は希釈剤は、直立柱と逆の形状の空洞部を有する連続
移動する金型表面上に供給される。熱可塑性組成物は、空洞を有するロールを少なくとも
１つ有する（すなわち、ロールの少なくとも一方は工具ロールである）２つのロール、す
なわちダイフェースとロール表面との間のニップによって形成されるニップ間で渡すこと
ができる。ニップにより供給される圧力は、組成物を空洞に押し込む。いくつかの実施形
態において、空洞部をより容易に充填するために、真空を使用して空洞部を空にすること
ができる。ニップは、典型的にコヒーレントなフィルムを空洞上に形成するように十分に
大きい間隙を有する。金型表面及び空洞は、一体成形されたフィルムと直立柱をストリッ
パーロールなどにより金型表面から剥離する前に、任意に空冷又は水冷されてもよい。
【００６４】
　好適なツールロールは、例えば、金型又はスリーブの円柱表面に入る直立柱の反転形状
を有する一連の穴を（例えば、掘削、フォトエッチング、ガルバノ印刷されたスリーブの
使用、レーザ掘削、電子ビーム掘削、金属パンチ、ダイレクト機械加工、又はロストワッ
クス加工によるコンピュータ数値制御によって）形成することで、作成され得る。他の好
適なツールロールは、例えば、米国特許第４，７７５，３１０号明細書（Ｆｉｓｃｈｅｒ
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）に開示されるものなどの複数の柱形成空洞をその周辺部に画定する一連のプレートから
形成されるものを含む。空洞は、例えば、穿孔又はフォトレジスト技法によってプレート
に形成されてもよい。他の好適なツールロールは、例えば、米国特許第６，１９０，５９
４明細書（Ｇｏｒｍａｎら）において、それらの製造方法とともに開示される、ワイヤー
ラップロールを含んでもよい。直立柱を有する熱可塑性裏材を形成するための別の例示的
方法は、米国特許第７，２１４，３３４号明細書（Ｊｅｎｓら）に記載される、直立柱の
形状の空洞のアレイを画定する可撓性成形型ベルトを使用することを含む。直立柱を有す
る熱可塑性裏材を形成するための更に他の有用な方法は、米国特許第６，２８７，６６５
号明細書（Ｈａｍｍｅｒ）、米国特許第７，１９８，７４３号明細書（Ｔｕｍａ）及び米
国特許第６，６２７，１３３号明細書（Ｔｕｍａ）に見出すことができる。
【００６５】
　直立柱（例えば、上述した方法のいずれかによって作られてもよい）の形状は、例えば
、フィルムに付着された基底部から遠位先端部に向けてテーパーになっていてもよい。基
底部は遠位先端部よりも大きい幅寸法を有することができ、これは、上述の方法における
型表面からの柱の取り外しを容易にすることができる。
【００６６】
　本明細書において開示される機械的ファスナーの雄型締結要素は、所望の場合には、張
出し部を有するループ係合ヘッドを有していてもよく、又は、ループ係合ヘッドに形成さ
れ得る遠位端を有する直立柱であってもよい。本明細書において使用される用語「ループ
係合」は、ループ状材料に機械的に取り付けられる雄型締結要素の能力に関する。一般に
、ループ係合ヘッドを有する雄型締結要素は、柱の形状と異なるヘッド形状を有する。例
えば、雄型締結要素は、形状が、マッシュルーム（例えば、円形又は楕円形頭部が、柄に
対して大きくなっている）、フック、パームツリー、くぎ、Ｔ又はＪであってもよい（例
えば、米国特許第５，９５３，７９７号明細書（Ｐｒｏｖｏｓｔら）に示されて記載され
るように）。雄型締結要素のループ係合可能性は、標準的な織布、不織布、又はニット材
料を用いて判定及び規定されてもよい。ループ係合ヘッドを有する雄型締結要素の領域は
、一般に、ループ状材料と組み合わされて、ループ係合ヘッドのない柱の領域よりも高い
剥離強度、高い動剪断力、又は高い動摩擦のうちの少なくとも１つを提供する。典型的に
は、ループ係合ヘッドを有する雄型締結要素は、最大厚さ寸法（高さに垂直であるどちら
の寸法も）が、最大で約１（いくつかの実施形態では、０．９、０．８、０．７、０．６
、０．５、又は０．４５）ミリメートルである。
【００６７】
　いくつかの実施形態では、前記方法のいずれかによって形成される直立柱の遠位先端部
は、変形することでループ係合突出部を有するキャップを形成する。熱と圧力の組み合わ
せを連続して又は同時に用いて柱の遠位先端部を変形させることで、キャップを形成して
もよい。いくつかの実施形態において、変形する工程は、遠位先端部を加熱表面と接触さ
せることを含む。加熱された表面は、米国特許第６，７０８，３７８号明細書（Ｐａｒｅ
ｌｌａｄａら）又は米国特許第５，８６８，９８７号明細書（Ｋａｍｐｆｅｒら）に開示
されているような平坦な表面又は非平坦な表面であり得る。いくつかの実施形態において
、直立柱を有するフィルムは不定長のウェブであり、変形には、ウェブを、第１の方向に
、加熱された表面部材及び対向する表面部材を有するニップを通して移動させて、加熱さ
れた表面部材が遠位先端部と接触するようにすることが含まれる。これらの実施形態にお
いて、加熱表面は、例えば、キャッピングロールであってもよい。いくつかの実施形態に
おいて、遠位先端部と接触するのに用いられる表面は、加熱されていない。これらの実施
形態において、変形は熱をともなわずに圧力によって実行される。いくつかの実施形態に
おいて、加熱された表面は、例えば、米国特許第６，３６８，０９７号明細書（Ｍｉｌｌ
ｅｒら）に記載されているような、可変のニップ長を有する可変のニップを形成する湾曲
した支持面に対向する加熱されたロールであり得る。湾曲した支持面は、加熱されたロー
ルの方向に湾曲することができ、加熱されたロールは、直立柱を有するフィルムを可変ニ
ップを通じて供給して、加熱されたロールと支持面との間にウェブを圧縮して係合するた
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めの供給機構を含むことができる。
【００６８】
　裏材に付着された直立柱を有するフィルムを形成する別の好適な方法は、例えば米国特
許第４，８９４，０６０号明細書（Ｎｅｓｔｅｇａｒｄ）に記載されている形状成形法で
ある。この方法において、β造核剤を含有する熱可塑性組成物、キャビテーティング剤又
は希釈剤のフローストリームは、パターン化ダイリップ（例えば、放電加工によって切断
されたもの）を通過すると、下向きウェブ隆起部を有するウェブを形成する。隆起部は次
いで、隆起部の延長線に沿って、離間した位置で横断方向に切断されて、その切断刃によ
ってもたらされる小さい分離とともに直立柱を形成することができる。それらが切断され
る前は、「直立柱」はそのような隆起部を含んでいないことが理解されるべきである。し
かしながら、パターニングされたダイリップは、裏材上に直立柱を有するフィルムをもた
らすツールと見なされることもある。直立柱間の分離は、その後、フィルムを隆起部の方
向に、上述した延伸法の１つを用いて延伸することによって拡大する。隆起部自体は、そ
れらが切断及び延伸される前はループを係合することができないので、「ループ係合性」
とはみなされない。いくつかの実施形態では、本開示の方法は、（例えば、形状形成法に
よって作製される）リブを切断することを含まない。
【００６９】
　上述した連続的な方法に加えて、直立柱を有するフィルムがバッチプロセス（例えば、
単一片射出形成）を用いて調製され得ることもまた想定される。フィルムは、任意の好適
な寸法を有し得るが、少なくとも１０ｃｍの長さ（Ｌ）及び幅（Ｗ）寸法が有用であり得
る。
【００７０】
　本明細書に開示された雄型締結要素を含む機械的ファスナーの実施形態のいずれかにお
いて、例えば、上述した方法のいずれかによって製造され得る直立柱は、様々な断面形状
を有し得る。例えば、柱の断面形状は、正多角形であってもそうでなくてもよい多角形（
例えば、正方形、長方形、六角形、若しくは五角形）であり得、又は柱の断面形状は湾曲
していてもよい（例えば、円形若しくは楕円形）。
【００７１】
　いくつかの実施形態において、直立柱は、最大３ミリメートル（ｍｍ）、１．５ｍｍ、
１ｍｍ又は０．５ｍｍの最大高さ（フィルム上）を、いくつかの実施形態においては少な
くとも０．０５ｍｍ、０．０７５ｍｍ、０．１ｍｍ又は０．２ｍｍの最小高さを有する。
いくつかの実施形態において、柱は、少なくとも約２：１、３：１又は４：１のアスペク
ト比（すなわち、幅寸法に対する高さの比）を有する。アスペクト比は、いくつかの実施
形態では最高１０：１までであり得る。キャップを有する柱では、キャップの面積は、典
型的に、柱の断面積よりも大きい。キャップの幅寸法対キャップの真下で測定された柱の
比は通常、少なくとも１．５：１又は３：１であり、最大５：１以上であってもよい。キ
ャップされた柱は通常、キャップされる前の柱よりも短い。いくつかの実施形態において
、キャップされた柱は、少なくとも０．０２５ｍｍ、０．０５ｍｍ又は０．１ｍｍ、いく
つかの実施形態においては最大２ｍｍ、１．５ｍｍ、１ｍｍ又は０．５ｍｍの（フィルム
上の）高さを有する。キャップされるか又はされなくてもよい柱は、最大１（いくつかの
実施形態においては最大０．７５、０．５又は０．４５）ｍｍの最大幅寸法を有する断面
を有することができる。いくつかの実施形態において、柱は、１０μｍから２５０μｍの
間の幅寸法を有する断面を有する。用語「幅寸法」は、円形断面を有する柱の直径を含む
ものと理解されるべきである。柱が複数の幅寸法を有するとき（例えば、上述のようにテ
ーパーのついた、矩形又は楕円形の断面形状の柱において）、本明細書に記載されるアス
ペクト比は高さ対最大幅寸法である。
【００７２】
　直立柱は、典型的に、裏材上に離間配置されている。用語「離間配置された」は、柱同
士の間に距離を有するように形成された柱を指す。「離間配置された」柱の底部は、フィ
ルムに付着されており、フィルムが湾曲していない構造である場合、フィルムを延伸する
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前又は後では互いに接触していない。本開示にかかる及び／又は本開示にしたがって作製
される機械的ファスナーにおいて、離間配置された直立柱は、少なくとも１０／平方セン
チメートル（ｃｍ２）（６３／平方インチ（ｉｎ２））の初期密度（すなわち、フィルム
の任意の延伸前）を有する。例えば、柱の初期密度は、少なくとも１００／ｃｍ２（６３
５／ｉｎ２）、２４８／ｃｍ２（１６００／ｉｎ２）、３９４／ｃｍ２（２５００／ｉｎ
２）、又は５５０／ｃｍ２（３５００／ｉｎ２）であってよい。いくつかの実施形態にお
いて、柱の初期密度は、最大１５７５／ｃｍ２（１００００／ｉｎ２）、又は最大約１１
８２／ｃｍ２（７５００／ｉｎ２）、又は最大約７８７／ｃｍ２（５０００／ｉｎ２）で
あってもよい。例えば、１０／ｃｍ２（６３／ｉｎ２）から１５７５／ｃｍ２（１０００
０／ｉｎ２）又は１００／ｃｍ２（６３５／ｉｎ２）から１１８２／ｃｍ２（７５００／
ｉｎ２）の範囲の初期密度が有用であり得る。直立柱の間隙は均一である必要はない。直
立柱の延伸後の密度は、直立柱の初期密度よりも低い。いくつかの実施形態において、直
立柱は、少なくとも２／平方センチメートル（ｃｍ２）（１３／平方インチ（ｉｎ２））
の延伸後の密度を有する。例えば、柱の密度は、少なくとも６２／ｃｍ２（４００／ｉｎ
２）、１２４／ｃｍ２（８００／ｉｎ２）、２４８／ｃｍ２（１６００／ｉｎ２）、又は
３９４／ｃｍ２（２５００／ｉｎ２）であってよい。いくつかの実施形態において、柱の
延伸後の密度は、最大約１１８２／ｃｍ２（７５００／ｉｎ２）又は約７８７／ｃｍ２（
５０００／ｉｎ２）までであり得る。例えば、２／ｃｍ２（１３／ｉｎ２）から１１８２
／ｃｍ２（７５００／ｉｎ２）又は１２４／ｃｍ２（８００／ｉｎ２）から７８７／ｃｍ
２（５０００／ｉｎ２）の範囲の延伸後密度が有用であり得る。この場合も、柱の間隙は
均一である必要はない。
【００７３】
　本開示にかかる機械的ファスナーの製造方法のいくつかの実施形態において、ポリオレ
フィン及びβ造核剤の溶融物がフィルムを提供するために押し出される。本方法は、β型
球晶を形成するのに十分な温度（例えば、６０℃から１２０℃又は９０℃から１２０℃の
範囲の温度）まで溶融物の少なくとも一部を冷却してフィルム上に直立柱を形成すること
を含む。これらの実施形態のうちのいくつかにおいて、直立柱をフィルム上に形成するこ
とは、溶融物の少なくとも一部を冷却した後で（例えば、固体フィルムをツールに暴露し
て加熱することによって）行われる。他の実施形態において、ポリオレフィン及びβ造核
剤の溶融物は、フィルムの少なくとも一部において直立柱を有するフィルムを供給するツ
ールの存在下で押出成形される。フィルムは、その後、β型球晶を形成するのに十分な温
度まで冷却される。例えば、金型表面は、６０℃から１２０℃又は９０℃から１２０℃の
範囲の温度に冷却されることができる。
【００７４】
　ポリプロピレンと共にβ型球晶を含む非構造化フィルムは、延伸すると微小孔性となっ
て不透明度が増強すると実証されたが、所望の程度の多孔性又は不透明度を達成するには
高延伸比が必要であると報告されている。いくつかの場合において、５：１、１０：１又
は２０：１の延伸比が報告されている。例えば、米国特許第６，８１５，０４８号明細書
（Ｄａｖｉｄｓｏｎら）、米国特許出願公開第２００６／０１７７６３２号明細書（Ｊａ
ｃｏｂｙ）及び１９９８年９月２３日に公開された英国特許出願公開第２３２３３２５号
明細書を参照のこと。通常、フィルムは、２軸延伸される。予想外にも、予想外にも、半
結晶性ポリオレフィン及びβ造核剤を含む直立柱を含むフィルムは、比較的低い延伸比で
、いくつかの場合においては一方向のみに延伸することができ、高い程度の多孔率及び不
透明性を達成する。また、直立柱を有する延伸フィルムにおける多孔率及び不透明度の程
度は、延伸温度が低下するにつれて増加することが見出されている。いくつかの実施形態
において、温度範囲は、５０℃から１１０℃、５０℃から９０℃又は５０℃から８０℃で
ある。いくつかの実施形態において、より低い温度で延伸することは、例えば、２５℃か
ら５０℃の範囲で可能である。直立柱を有するフィルムの延伸は、上述したβ造核剤を含
む平坦なフィルムよりも低い温度で行うことができることが予想外に見出されている。例
えば、β造核剤を含有する、半結晶性ポリオレフィンからなる構造化フィルムは、最大７
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０℃（例えば、５０℃から７０℃又は６０℃から７０℃の範囲）において延伸することが
できる。さらなる詳細は、米国特許出願公開第２０１３／０１４９４８８（Ｃｈａｎｄｒ
ａｓｅｋａｒａｎら）においてみることができる。
【００７５】
　同時係属中の特許出願に記載されているように、直立柱は、通常は延伸により影響され
ず、又はフィルムに比べて非常に小さい程度の影響しか受けず、したがってβ－結晶構造
を保持し、より少ない微多孔性である。結果として得られる延伸されたフィルムは、いく
つかの特異な性質を有している可能性がある。例えば、応力白化によってフィルムに形成
された微小孔は、不透明な白色フィルムをもたらす可能性があるが、直立柱は透明である
。フィルムと直立柱との視覚的なコントラストは、着色剤の存在によって増強されること
がある。着色剤は、フィルム形成前に、例えばカラーコンセントレートを用いてポリオレ
フィンに添加されてよい。着色フィルムはまた、延伸すると応力白化して微小空洞を形成
し、これらの変化は典型的に、フィルムの色強度の視覚的な低下として現れる。その結果
、延伸されたフィルムはパステルカラーの場合があるが、直立柱の色強度は保持される。
例えば、十分に低い濃度のカラーコンセントレートを用いると、結果として得られる延伸
されたフィルムは、着色された直立柱を有するほぼ白色のフィルムを出現させる可能性が
ある。直立柱は、少ない微多孔及びより透明であるという事実にもかかわらず、本明細書
に開示された機械的ファスナーにおいて、フィルム自体が不透明な微多孔性領域及び不透
明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有することが理解
されるべきである。微多孔性フィルムは、直立柱を含まない厚さを有し、少なくとも１つ
のシースルー領域は、微多孔性フィルムの厚さを通って延在している。
【００７６】
　本明細書に開示された機械的ファスナーのいくつかの実施形態において、機械的締結要
素は雌型締結要素であり、例えば、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の
低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルム上に配置された
ループである。ループは、織り、編み、経編、緯糸挿入編、丸編み又は不織構造体を作製
するための方法などのいくつかの方法のいずれかによって形成された繊維構造体の一部で
あってもよい。いくつかの実施形態において、ループは不織布又は編物に含まれる。「不
織布」という用語は、個々の繊維又は糸が間に挟まれているが編布におけるように確認可
能ではない方式による構造を有する材料を指す。不織布ウェブの例には、スパンボンドウ
ェブ、スパンレースウェブ、エアレイドウェブ、メルトブローウェブ、及び貼り合わせた
カードウェブが挙げられる。有用なループ状材料は、天然繊維（例えば、木質繊維若しく
は綿繊維）、合成繊維（例えば、熱可塑性繊維）、又は天然繊維と合成繊維の組み合わせ
から作製されてもよい。熱可塑性繊維を形成するための好適な材料としては、ポリオレフ
ィン（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレン、エチレンコポリマー、プ
ロピレンコポリマー、ブチレンコポリマー、並びにこれらのポリマーのコポリマー及びブ
レンド）、ポリエステル、及びポリアミドが挙げられる。繊維は、例えば、ある熱可塑性
材料のコアと、別の熱可塑性材料のシースと、を有する、多成分繊維であってもよい。
【００７７】
　図１を再び参照すると、露出した繊維材料７２を提供するために標的領域６８に適切に
適用されることができるループテープの例は、例えば、米国特許第５，３８９，４１６号
明細書（Ｍｏｄｙら）及び米国特許第５，２５６，２３１号明細書（Ｇｏｒｍａｎら）及
び欧州特許第０，３４１，９９３号明細書（Ｇｏｒｍａｎら）に開示されている。米国特
許第５，２５６，２３１号明細書（Ｇｏｒｍａｎら）に記載されているように、いくつか
の実施形態にかかるループ材料における繊維層は、フィルム上の離間したアンカー部から
同一方向に突出した円弧状部分を含むことができる。繊維ループ材料のいずれも、微多孔
性フィルムに対して、押出結合、接着剤結合及び／又は音波結合されることができる。微
多孔性フィルムに対するループ材料の押出結合について、多孔率を提供又は増強するため
にフィルムを延伸することは、典型的には、押出結合後に行われる。微多孔性フィルムを
延伸することは、微多孔性フィルムに対する繊維ループ材料の接着又は音波結合の前又は
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後に行われてもよい。
【００７８】
　本開示にかかる機械的ファスナーのいくつかの実施形態において、微多孔性フィルムは
、機械的締結要素を有するストリップ又はパッチが付着される基板（例えば、テープ裏材
）である。ストリップ又はパッチは、雄型又は雌型締結要素を含むことができ、基板は、
締結テープのテープ裏材とすることができる。いくつかの実施形態において、機械的ファ
スナーは、繊維層における雌型締結要素を備える。繊維層は、微多孔ではなくシースウー
である裏材層に接合されることができ、不透明な微多孔性領域内の少なくとも１つのシー
スルー領域を有する微多孔性フィルムは、繊維層の反対側の裏材の側に積層することがで
きる。機械的ファスナーは、米国特許第５，２５６，２３１号明細書（Ｇｏｒｍａｎら）
に記載されているようにすることができる。これらの実施形態において、以下の微細孔層
に対して機械的ファスナーを介してみることができる。これらの実施形態のいくつかにお
いて、微多孔性フィルムは、第１の層及び第２の層を備える多層構造の第１の層とするこ
とができ、着色又は金属化することができる第２の層の一部は、低い多孔率の少なくとも
１つのシースルー領域を介して視認可能である。これらの実施形態のいくつかにおいて、
微多孔性フィルムは、２つの微多孔性フィルムとの間において着色されたフィルムのイン
フレーションフィルムサンドイッチに含めることができ、その少なくとも１つは、不透明
な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する。
【００７９】
　フック及びループ締結具とも呼ばれる機械的締結具は、典型的に、フック部材として有
用なループ係合ヘッドを有する、複数の密接に離間配置された直立突起を含み、ループ部
材は、典型的に、複数の織布、不織布、又はニットループを含む。機械的ファスナーは、
人体の周りにそのような物品を固定するために個人衛生用品（すなわち、着用可能な使い
捨て吸収性物品）に広く使用されている。典型的な構成において、おむつ又は失禁用衣類
の後側腰部領域に取り付けられた締結タブ上のフックストリップ又はパッチを、例えば、
前側腰部領域のループ状材料のランディング領域に締結することができるか、又はフック
ストリップ又はパッチを、前側腰部領域のおむつ又は失禁用衣類のバックシート（例えば
、不織布バックシート）に締結することができる。しかしながら、機械的ファスナーは、
多数の用途（例えば、研磨ディスク、自動車部品の組み立て及び個人衛生用品）における
取り外し可能な取り付けを提供するのに有用である。
【００８０】
　本開示にかかる機械的ファスナーを含むそのテープ又は要素における微多孔性領域は、
微多孔性領域と少なくとも１つのシースルー領域との間のコントラスト以外の利点を提供
する。微多孔性フィルムの（例えば、散乱によって）光の透過を妨げる能力は、基板に光
を当てて基板の照射領域から受ける光の量を検出することに依存する検査システムで検出
することが可能である。例えば、個人衛生用品の製造において、物品に組み込まれた本明
細書に開示する微多孔性フィルムの又はその一部の、存在又は位置が、その紫外線、可視
光及び／又は赤外光をブロックする能力により、検出され得る。紫外線、可視光、又は赤
外線のうち少なくとも１つによって照射されたことに対する微多孔性フィルムの反応が評
価される。その後、個人衛生用品の製造中に照射することができ、照射された個人衛生用
品から受光した紫外線、可視光又は赤外線放射のうちの少なくとも１つが検出され、微多
孔性フィルムの予め定義された応答について分析されることができる。微多孔性フィルム
の位置は、例えば微多孔性フィルム及び他の構成要素の位置に相当するグレースケール値
の所定の変動を検出可能な画像分析器を用いて決定することができる。本明細書に開示さ
れる微多孔性フィルムの赤外線散乱能力は、赤外線が複合物品中の他の物質層間にある場
合でも検出可能である。複合物品における微多孔性フィルムを検出する方法に関する詳細
については、米国特許出願公開第２０１３／０１４７０７６号明細書（Ｃｈａｎｄｒａｓ
ｅｋａｒａｎら）を参照のこと。
【００８１】
　さらにまた、微多孔性フィルムは、それらの非微多孔性対応物よりも低い密度を有する
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傾向がある。低密度の微多孔性フィルムの感触は、厚さは同等だが密度が更に高いフィル
ムよりも柔らかく感じられる。フィルムの密度は、常套法を用いて、例えばピクノメータ
中のヘリウムを用いて、測定することができる。いくつかの実施形態において、β型球晶
を含有するフィルムを延伸することは、少なくとも３パーセントの濃度低下を与える。い
くつかの実施形態では、この延伸により、密度が少なくとも５又は７．５％低下する。例
えば、延伸により、密度が３～１５％又は５～１０％の範囲で低下する。フィルムの延伸
によって生じる密度の変化率は、［（延伸前の密度－延伸後の密度）／延伸前の密度］×
１００によって計算される。フィルムの柔軟性は、例えばガーレー剛性を用いて測定する
ことができる。
【００８２】
　図２に関連して上述したように、微多孔性フィルムは、第１の層及び第２の層を含む積
層体の第１の層であり、第２の層の一部は、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領
域を介して視認可能である。それは層が着色されているときに特に有用であろう。本開示
の実施に有用な微多孔性フィルムは、並列共押出フィルムであることも可能である。並列
共押出フィルムは、多数の有用な方法で作製することができる。例えば、米国特許第４，
４３５，１４１号明細書（Ｗｅｉｓｎｅｒら）は、フィルムの横断方向において他のセグ
メントを有する多成分フィルムを作るためのダイバーを有するダイを記載している。米国
特許第６，６６９，８８７号明細書（Ｈｉｌｓｔｏｎら）に記載されているように並列共
押出フィルムの一方又は双方の外面上に連続外皮層を共押出しすることを同様に含む同様
のプロセスもまた有用な場合もある。並列レーンへの異なるポリマー組成物の流れの管理
はまた、並列共押出を達成するために複数のダイを必要とするアプローチとは対照的に分
配板を有する単一のマニホールドダイを用いて行うことができる。ダイ及び分配板に関す
るさらなる詳細は、例えば米国特許出願公開第２０１２／０３０８７５５号明細書（Ｇｏ
ｒｍａｎら）にみることができる。並列共押出フィルムはまた、例えば国際公開第２０１
１／１１９３２３号（Ａｕｓｅｎら）及び米国特許出願公開第２０１４／００９３７１６
号明細書（Ｈａｎｓｃｈｅｎら）に記載されたもののダイなど、複数のシムを含み且つ溶
融ポリマーのための２つのキャビティを有する他の押出ダイによって製造することができ
る。
【００８３】
　いくつかの実施形態において、本開示の実施に有用な微多孔性フィルムは、並列の第１
及び第２のレーンを有する共押出フィルムであり、第１のレーンは、不透明な微多孔性領
域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を含み、
第２のレーンは、微多孔性でなくてもよい異なるポリマー組成物を含む。いくつかの実施
形態において、微多孔性フィルムは、第１及び第２の層を有する多層フィルムであり、第
１の層は、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも
１つのシースルー領域を含み、第２の層は、微多孔性でなくてもよい異なるポリマー組成
物を含む。異なるポリマー組成物に好適な熱可塑性材料には、ポリエチレン及びポリプロ
ピレン等のポリオレフィンホモポリマー、エチレン、プロピレン、及び／又はブチレンの
コポリマー、エチレンビニルアセテート及びアクリル酸エチレン等のエチレンを含有する
コポリマー、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリエチレンブチラート及びポリエチレ
ンナフタレート等のポリエステル、ポリ（ヘキサメチレンアジパミド）等のポリアミド、
ポリウレタン、ポリカーボネート、ポリ（ビニルアルコール）、ポリエーテルエーテルケ
トン等のケトン、ポリフェニレン硫化物、並びにそれらの混合物が挙げられる。いくつか
の実施形態では、（例えば、第２レーン又は第２の層中の）異なるポリマー組成物は、（
例えばポリプロピレン中に）α造核剤を包含する。いくつかの実施形態において、異なる
ポリマー組成物は、顔料や染料などの着色剤を含む。
【００８４】
　いくつかの実施形態では、（例えば、第２レーン又は第２の層中の）異なるポリマー組
成物は、エラストマー材料を包含する。「エラストマー性」という用語は、伸長又は変形
からの回復を呈するフィルム（０．００２～０．５ｍｍ厚）を作製することができる、ポ
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リマーを指す。本明細書に開示されるセグメント化多成分高分子フィルムで使用され得る
例示的なエラストマー性ポリマー組成物としては、ＡＢＡブロックコポリマー、ポリウレ
タンエラストマー、ポリオレフィンエラストマー（例えば、メタロセンポリオレフィンエ
ラストマー）、ポリアミドエラストマー、エチレンビニルアセテートエラストマー、及び
ポリエステルエラストマー等の熱可塑性エラストマーが挙げられる。ＡＢＡブロックコポ
リマーエラストマーは、概して、Ａブロックがポリスチレン系であり、Ｂブロックが共役
ジエン（例えば、低級アルキレンジエン）であるエラストマーである。Ａブロックは、主
に置換（例えば、アルキル化）若しくは非置換スチレン系部分（例えば、ポリスチレン、
ポリ（アルファメチルスチレン）、又はポリ（ｔ－ブチルスチレン））から概して形成さ
れ、１モル当たり約４，０００～５０，０００グラムの平均分子量を有する。Ｂブロック
は、主に置換又は非置換であり得る共役ジエン（例えば、イソプレン、１，３－ブタジエ
ン、又はエチレン－ブチレン単量体）から概して形成され、１モル当たり約５，０００～
５００，０００グラムの平均分子量を有する。Ａブロック及びＢブロックは、例えば、線
状、放射状、又は星形構成で構成されてもよい。ＡＢＡブロックコポリマーは、複数のＡ
及び／又はＢブロックを含んでもよく、ブロックは同一の又は異なるモノマーから作製さ
れてもよい。典型的なブロックコポリマーは、線状ＡＢＡブロックコポリマーであり、Ａ
ブロックは同一であってもよく、若しくは異なっていてもよく、又はＡブロックで主に終
端する、３つ以上のブロックを有するブロックコポリマーであってもよい。マルチブロッ
クコポリマーは、例えば、より粘着性のあるエラストマーフィルムセグメントを形成する
傾向がある、ある特定の割合のＡＢジブロックコポリマーを含んでいてもよい。エラスト
マー特性が悪影響を受けないという条件で、他のエラストマーがブロックコポリマーエラ
ストマーとブレンドされ得る。多くのタイプの熱可塑性エラストマーは、商業的に入手可
能であり、ＢＡＳＦ製の商品名「ＳＴＹＲＯＦＬＥＸ」、Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
ｓ製の商品名「ＫＲＡＴＯＮ」、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ製の商品名「ＰＥＬＬＥＴＨ
ＡＮＥ］又は「ＥＮＧＡＧＥ」、ＤＳＭ製の商品名「ＡＲＮＩＴＥＬ」、ＤｕＰｏｎｔ製
の商品名「ＨＹＴＲＥＬ」等が挙げられる。米国特許第６，６６９，８８７号（Ｈｉｌｓ
ｔｏｎら）に記載される、テトラブロックスチレン／エチレン－プロピレン／スチレン／
エチレン－プロピレンを含む、熱可塑性エラストマーもまた有用であり得る。
【００８５】
　本開示にかかる及び／又は本開示にしたがって作製されるテープの実施形態のいずれか
について、テープはロール形態とすることができ、より小さな部分（例えば、テープタブ
）は、所望の用途にふさわしい寸法で切断されることもできる。この用途において、テー
プはまた、所望の寸法に切断されたタブであってもよく、また、テープの製造方法は、テ
ープを所望の寸法に切断することを含むことができる。機械的ファスナーのいくつかの実
施形態において、機械的ファスナーの第２の表面（すなわち、機械的締結要素が突出する
第１の表面に対向する表面）は、接着剤（例えば、感圧性接着剤）でコーティングされて
もよい。そのような実施形態において、機械的ファスナーがロール形態であるとき、剥離
ライナーは、露出された接着剤に適用されてもよい。
【００８６】
　これらの実施形態のいくつかにおいて、上述したようなテープ又は機械的ファスナーか
ら切断されたファスナータブ又はパッチは、個人衛生用品に組み込むことができる。テー
プタブは、例えば、熱ラミネーション、接着剤（例えば、感圧接着剤）又は他の結合方法
（例えば、超音波結合、圧着又は表面結合）により、個人衛生用品に取り付けることがで
きる。
【００８７】
　いくつかの実施形態において、機械的ファスナーの第２の表面（すなわち、機械的締結
要素が突出する第１の表面とは反対側の表面）が、担体に接合している。機械的ファスナ
ーは、積層（例えば、押出積層）、接着剤（例えば、感圧性接着剤）又は他の結合方法（
例えば、超音波結合、圧着又は表面結合）によって担体に接合されることができる。いく
つかの実施形態において、機械的ファスナーは、直立柱を有するフィルムの形成時に担体
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に結合されてもよく、微多孔性を誘導又は増強するために延伸することは、機械的ファス
ナーが担体に接合された後に行うことができる。得られる物品は、締結積層体、例えば、
前側腰部領域と後側腰部領域とを接合するために有用な個人衛生用品のバックシートに接
合された締結タブであってもよい。
【００８８】
　いくつかの実施形態において、機械的ファスナー用の締結テープのテープ裏材又は担体
は、様々な適切な材料を含んでもよい。例えば、テープ裏材又は担体は、織布ウェブ、不
織布ウェブ（例えば、スパンボンドウェブ、スパンレースウェブ、エアレイドウェブ、メ
ルトブローンウェブ及びボンデッドカーデッドウェブ）、織物、プラスチックフィルム（
例えば、単層又は多層フィルム、共押出フィルム、横積層フィルム又は発泡体層を含むフ
ィルム）及びそれらの組み合わせを含むことができる。いくつかの実施形態において、テ
ープ裏材又は担体は、繊維性材料（例えば、織布、不織布、又はニット材料）である。い
くつかの実施形態において、テープ裏材又は担体は、例えば、少なくとも１つのメルトブ
ローン不織布の層、及び少なくとも１つのスパンボンド不織布の層、又は不織布材料の任
意の他の好適な混合を有する、多層の不織布材料を含む。例えば、テープ裏材又は担体は
、スパンボンド－メルトボンド－スパンボンド、スパンボンド－スパンボンド、又はスパ
ンボンド－スパンボンド－スパンボンドの多層材料であってもよい。又は、テープ裏材又
は担体は、不織布層及び緻密フィルム層の任意の組み合わせを含む複合ウェブであっても
よい。テープ裏材又は担体は、連続的（すなわち、いかなる貫通孔もない）又は断続的（
例えば、貫通穿孔又は孔を含む）とすることができ、着色することができる。
【００８９】
　機械的ファスナーのための有用なテープ裏材又は担体を提供する繊維性材料は、天然繊
維（例えば、木材又は綿繊維）、合成繊維（例えば、熱可塑性繊維）、又は天然繊維と合
成繊維との組み合わせから作製されてもよい。熱可塑性繊維を形成するための例示的な材
料としては、ポリオレフィン（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレン、
エチレンコポリマー、プロピレンコポリマー、ブチレンコポリマー、並びにこれらのポリ
マーのコポリマー及びブレンド）、ポリエステル、及びポリアミドが挙げられる。繊維は
、例えば、ある熱可塑性材料のコアと、別の熱可塑性材料のシースと、を有する、多成分
繊維であってもよい。
【００９０】
　有用なテープ裏材又は担体は、特定の用途に望ましい任意の好適な坪量又は厚さを有し
得る。繊維性テープ裏材又は担体について、坪量は、例えば、１平方メートル当たり少な
くとも約２０、３０、又は４０グラム、１平方メートル当たり最大で約４００、２００、
又は１００グラムの範囲であってもよい。テープ裏材又は担体は、最大約５ｍｍ、約２ｍ
ｍ、又は約１ｍｍの厚さ、及び／又は少なくとも約０．１、約０．２、又は約０．５ｍｍ
の厚さであり得る。
【００９１】
　テープ裏材又は担体の１つ以上の領域は、力が印加されるとき、少なくとも一方向に延
伸し、力が除去された後にほぼ元の寸法に戻る、１つ以上の弾性的延伸性材料を含んでも
よい。用語「弾性」は、延伸又は変形からの回復を呈する任意の材料を指す。同様に、延
伸又は変形からの回復を呈さない「非弾性」材料もまた、テープ裏材又は担体として有用
であり得る。
【００９２】
　テープ裏材又は担体が繊維ウェブを含むいくつかの実施形態において、テープ裏材又は
担体に微多孔性フィルムなどの熱可塑性部品を接合することは、加熱ガス状流体（例えば
、周囲空気、脱湿空気、窒素、不活性ガス、又は他のガス混合）を、連続ウェブが移動し
ている間、繊維ウェブの第１の表面の上に衝突させる工程と、加熱流体を、連続ウェブが
移動している間、いくつかの実施形態においては機械的締結要素の第１の表面の反対であ
る微多孔性フィルムの第２の表面である微多孔性フィルムの表面の上に衝突させる工程と
、繊維ウェブの第１の表面が微多孔性フィルムに融解結合（例えば、表面結合、又はロフ
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ト維持結合によって結合）されるように、繊維ウェブの第１の表面を微多孔性フィルムの
表面と接触させる工程と、を含む。加熱したガス状流体を繊維ウェブの第１の表面上に衝
突させること、及び加熱したガス状流体を微多孔性フィルム上に衝突させることが、連続
的又は同時に行われてよい。「表面接合」という用語は、繊維性材料の接合を指すとき、
繊維の少なくとも一部分の繊維表面の部分が、微多孔性フィルムの表面の元の（接合前の
）形状を実質的に保存し、曝露条件で微多孔性フィルムの表面の少なくともいくつかの部
分を実質的に保存するような方法で、表面が接合する領域において、微多孔性フィルムに
溶融接合されることを意味する。定量的に、表面結合された繊維は、表面結合された繊維
の表面積の少なくとも約６５％が、繊維の結合部分の微多孔性フィルムの表面の上に見え
るという点で、埋め込まれた繊維と区別され得る。繊維の表面積の全体を可視化するため
に、２つ以上の角度からの検査が、必要である場合がある。「ロフト保持接合」という用
語は、繊維性材料の接合を指すとき、接合された繊維性材料が、接合プロセス前に、又は
接合プロセスがない場合、材料によって呈されるロフトの少なくとも８０％である、ロフ
トを含むことを意味する。繊維性材料のロフトは、本明細書で使用される場合、ウェブに
よって占有される全体積（繊維、並びに、繊維によって占有されない材料の間質腔を含む
）と繊維性材料のみによって占有される体積との比である。繊維性ウェブの一部分のみが
、そこに接合される微多孔性フィルムの表面を有する場合、保持されたロフトは、接合領
域の繊維性ウェブのロフトを、非接合領域のウェブのロフトと比較することによって容易
に確認することができる。場合によっては、例えば、繊維性ウェブの全体がそこに接合さ
れる微多孔性フィルムの表面を有する場合、接合されたウェブのロフトを、接合される前
の同一ウェブのサンプルのロフトと比較することが便宜的な場合がある。望まれない限り
、接合領域にシースルー領域を形成しないように、高温空気は制限されるべきである。加
熱されたガス状流体を使用して繊維状担体ウェブに連続ウェブを接合するための方法及び
装置は、米国特許出願公開第２０１１－０１５１１７１号明細書（Ｂｉｅｇｌｅｒら）及
び米国特許出願公開第２０１１－０１４７４７５号明細書（Ｂｉｅｇｌｅｒら）にみるこ
とができる。
【００９３】
　本開示のいくつかの実施形態
　第１の実施形態において、本開示は、
　締結部を備えたテープ裏材と、
　締結部に配置された接着剤と、
　接着剤用の剥離面とを備え、剥離面が、テープ裏材又はテープ裏材の表面の少なくとも
一部に配置された剥離コーティングにその縁部のうちの１つに沿って取り付けられた剥離
テープであり、
　前記テープ裏材が、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の
少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを備える、テープ裏材又は剥
離面の少なくとも一方が、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔
率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを含む、締結テープを提
供する。
【００９４】
　第２の実施形態において、本開示は、テープ裏材が、不透明な微多孔性領域及び不透明
な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィ
ルムを含む、第１の実施形態の締結テープを提供する。
【００９５】
　第３の実施形態において、本開示は、剥離面がテープ裏材の表面の少なくとも一部に配
置された剥離コーティングである、第２の実施形態の締結テープを提供する。
【００９６】
　第４の実施形態において、本開示は、剥離面が不透明な微多孔性領域及び不透明な微多
孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを
含む剥離テープである、第１の実施形態の締結テープを提供する。剥離テープは、テープ
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裏材及び剥離テープに取り付けられた別個のストリップによってテープ裏材にその縁部の
うちの１つに沿って取り付けられてもよい。
【００９７】
　第５の実施形態において、本開示は、さらに、締結部上の接着剤に取り付けられた機械
的ファスナーを含む、第１から第４の実施形態のいずれかの締結テープを提供する。
【００９８】
　第６の実施形態において、本開示は、トップシートと、バックシートと、トップシート
とバックシートとの間の吸収性成分と、後側腰部領域から反対側の前側腰部領域まで延在
する第１及び第２の対向する長手方向縁部と、後側腰部領域又は前側腰部領域において筐
体の第１の長手方向縁部に取り付けられた締結タブとを有する筐体を含み、締結タブが、
不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシー
スルー領域を有する微多孔性フィルムを含む個人衛生用品を提供する。締結タブは、第１
から第５の実施形態の特徴の任意の組み合わせを有してもよい。個人衛生用品はまた、ト
ップシートと、バックシートと、トップシートとバックシートとの間の吸収性要素と、バ
ックシートの少なくとも一部に取り付けられた締結タブとを有する筐体を含むパンツスタ
イル個人衛生用品とすることができる。本実施形態におけるテープは、使い捨てテープと
することができる。
【００９９】
　第７の実施形態において、本開示は、多孔性フィルムが締結タブのテープ裏材の少なく
とも一部を形成する第６の実施形態の個人衛生用品を提供する。
【０１００】
　第８の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムが締結タブ上の剥離テープの少
なくとも一部を形成する第６又は第７の実施形態の個人衛生用品を提供する。
【０１０１】
　第９の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムが締結タブ上の機械的ファスナ
ーの少なくとも一部を形成する第６から第８の実施形態のいずれかの個人衛生用品を提供
する。
【０１０２】
　第１０の実施形態において、本開示は、トップシートと、バックシートと、トップシー
トとバックシートとの間の吸収性成分と、バックシートに取り付けられた使い捨てテープ
とを有する筐体を含み、使い捨てテープが不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領
域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを含む個
人衛生用品を提供する。
【０１０３】
　第１１の実施形態において、本開示は、
　テープ裏材と、
　テープ裏材の第１の表面の少なくとも一部に配置された接着剤と、
　テープ裏材の第２の表面の少なくとも一部に配置された剥離コーティングとを備え、
　テープ裏材が、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少な
くとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを備える、テープを提供する。
【０１０４】
　第１２の実施形態において、本開示は、剥離コーティングが、シリコーン、フルオロケ
ミカル又はカルバメートのコーティングである第１１の実施形態のテープを提供する。
【０１０５】
　第１３の実施形態において、本開示は、接着剤が感圧性接着剤である第１１又は第１２
の実施形態のテープを提供する。
【０１０６】
　第１４の実施形態において、本開示は、感圧性接着剤がアクリル樹脂を含む第１３の実
施形態のテープを提供する。
【０１０７】
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　第１５の実施形態において、本開示は、感圧性接着剤が天然又は合成ゴムを含む第１３
の実施形態のテープを提供する。
【０１０８】
　第１６の実施形態において、本開示は、さらに、接着剤に取り付けられた機械的ファス
ナーを含む、第１１から第１５の実施形態のいずれかのテープを提供する。
【０１０９】
　第１７の実施形態において、本開示は、テープがロールの形態である、第１１から第１
６の実施形態のいずれかのテープを提供する。
【０１１０】
　第１８の実施形態において、本開示は、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域
が、不透明な微多孔性領域内の低い多孔率のシースルー領域のパターンに含まれる第１か
ら第１７の実施形態のいずれかの締結テープ、個人衛生用品又はテープを提供する。
【０１１１】
　第１９の実施形態において、本開示は、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域
が、数字、画像、記号、幾何学的形状、アルファベット文字、バーコード又はそれらの組
み合わせの形態である、第１から第１８の実施形態のいずれかの締結テープ、個人衛生用
品又はテープを提供する。
【０１１２】
　第２０の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムが第１の層及び第２の層を含
む多層構造の第１の層であり、第２の層の一部が低い多孔率の少なくとも１つのシースル
ー領域を介して視認可能である、第１から第１９の実施形態のいずれかの締結テープ、個
人衛生用品又はテープを提供する。
【０１１３】
　第２１の実施態様において、本開示は、第１の層及び第２の層が異なる色又は同じ色の
異なる色合いを有する、第２０の実施形態の締結テープ、個人衛生用品又はテープを提供
する。
【０１１４】
　第２２の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムがβ造核剤を含む、第１から
第２１の実施形態のいずれかの締結テープ、個人衛生用品又はテープを提供する。
【０１１５】
　第２３の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムが充填剤又は希釈剤のうちの
少なくとも１つを含む、第１から第２２の実施形態のいずれかの締結テープ、個人衛生用
品又はテープを提供する。
【０１１６】
　第２４の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムが、プロピレンホモポリマー
、プロピレンの共重合体及び他のオレフィン又はポリプロピレンホモポリマーと異なるポ
リオレフィンの混合のうちの少なくとも１つを含む、第１から第２３の実施形態のいずれ
かの締結テープ、個人衛生用品又はテープを提供する。
【０１１７】
　第２５の実施形態において、本開示は、
　微多孔性フィルムを含むテープ裏材を提供することと、
　微多孔性フィルムの不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースル
ー領域を形成するように微多孔性フィルムにおける一部の孔を崩壊させることと、
　テープ裏材の第２の表面の少なくとも一部に剥離コーティングを提供することと、
　テープ裏材の第１の表面の少なくとも一部に接着剤を塗布することとを備える、テープ
の製造方法を提供する。
【０１１８】
　第２６の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを提供することが、β造核剤
、充填剤又は希釈剤のうちの少なくとも１つを含むフィルムを延伸することを備える、第
２５の実施形態の方法を提供する。
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【０１１９】
　第２７の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを提供することが、結晶性ポ
リマー及び希釈剤を溶融混合し、ポリマーが結晶化して相が希釈剤から分離する温度まで
冷却することを備える、第２５の実施形態の方法を提供する。
【０１２０】
　第２８の実施形態において、本開示は、接着剤を塗布することが溶媒塗布を備える、第
２５から第２７のいずれかの実施形態の方法を提供する。
【０１２１】
　第２９の実施形態において、本開示は、接着剤を塗布することがホットメルト塗布を備
える、第２５から第２７のいずれかの実施形態の方法を提供する。
【０１２２】
　第３０の実施形態において、本開示は、
　微多孔性フィルムを提供することと、
　微多孔性フィルムの不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースル
ー領域を形成するように微多孔性フィルムにおける一部の孔を崩壊させることと、
　低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域及び不透明な微多孔性領域を含む微多孔
性フィルムの少なくとも一部を、締結部及び剥離面を含むテープ裏材を有する締結テープ
に組み立てることであり、剥離面がテープ裏材又はテープ裏材の表面の少なくとも一部に
配置された剥離コーティングに対してその縁部のうちの１つに沿って取り付けられた剥離
テープであることと、
　締結部に接着剤を塗布することとを備え、
　テープ裏材又は剥離面の少なくとも一方が、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔
性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを含
む、締結テープの製造方法を提供する。
【０１２３】
　第３１の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを提供することが、β造核剤
、充填剤又は希釈剤のうちの少なくとも１つを含むフィルムを延伸することを備える、第
３０の実施形態の方法を提供する。
【０１２４】
　第３２の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを提供することが、結晶性ポ
リマー及び希釈剤を溶融混合し、ポリマーが結晶化して相が希釈剤から分離する温度まで
冷却することを備える、第３０の実施形態の方法を提供する。
【０１２５】
　第３３の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムの一部の孔を崩壊させること
が、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を形成するように孔を崩壊させるため
に微多孔性フィルムを加熱することを備える、第２５から第３２の実施形態のいずれかの
方法を提供する。
【０１２６】
　第３４の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを加熱することが、加熱され
たパターニングされたローラを用いて行われる、第３３の実施形態のいずれかの方法を提
供する。
【０１２７】
　第３５の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを加熱することが、高温空気
を用いて行われる、第３３の実施形態の方法を提供する。
【０１２８】
　第３６の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムを加熱することが、レーザを
用いて行われる、第３３の実施形態の方法を提供する。
【０１２９】
　第３７の実施形態において、本開示は、微多孔性フィルムが多層構造における層であり
、レーザを用いた加熱が、多層構造内の微多孔性フィルムの位置に調整される、第３６の
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実施形態の方法を提供する。
【０１３０】
　第３８の実施形態において、本開示は、さらに、個人衛生用品に締結テープ又はテープ
の一部を組み込むことを備える、第２５から第３７の実施形態のいずれかの方法を提供す
る。
【０１３１】
　第３９の実施形態において、本開示は、
　トップシートと、バックシートと、トップシートとバックシートとの間に吸収性成分と
、後側腰部領域から反対側の前側腰部領域まで延在する第１及び第２の対向する長手方向
縁部とを有する筐体を提供することと、
　第３０から第３７の実施形態のいずれかの方法にしたがって製造された締結テープを切
断することによって締結タブを得ることと、
　後側腰部領域又は前側腰部領域における筐体の第１の長手方向縁部に締結タブを取り付
けることとを備える、個人衛生用品の製造方法を提供する。
【０１３２】
　第４０の実施形態において、本開示は、
　トップシートと、バックシートと、トップシートとバックシートとの間に吸収性成分と
、後側腰部領域から反対側の前側腰部領域まで延在する第１及び第２の対向する長手方向
縁部とを有する筐体を提供することと、
　第２５から第３７の実施形態のいずれかの方法にしたがって製造された微多孔性フィル
ムを切断することによってテープを得ることと、
　後側腰部領域又は前側腰部領域における筐体にテープを取り付けることとを備える、個
人衛生用品の製造方法を提供する。
【０１３３】
　本開示をより十分に理解できるように、以下の実施例を記載する。これら実施例は、単
に例示を目的とするものであり、いかなる方法でも本開示を限定すると解釈してはならな
いことを理解すべきである。
【実施例】
【０１３４】
　（実施例１）
　直立柱を有するフィルムは、ミシガン州ミッドランドのダウケミカル社から入手した商
品名「ＤＯＷ　Ｃ７００－３５Ｎポリプロピレン樹脂」（９８重量％）のポリプロピレン
インパクト共重合体と、ジョージア州アルファレッタのＭａｙｚｏ社から入手した商品名
「ＭＰＭ　１１１４」（２重量％）のβ核マスターバッチとのストリームを、２インチ（
５．０８ｃｍ）の単軸スクリュー押出機を介して供給することによって調製した。ポリマ
ーの密度は、ＡＳＴＭ　Ｄ９７２にしたがって測定された０．９０２ｇ／ｃｃであると製
造業者によって報告され、メルトフローインデックス（ＭＦＩ）は、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３
８にしたがって測定されたときに３５（２３０℃及び２．１６ｋｇの負荷の下）であると
報告された。β造核剤マスターバッチはペレット化されており、ポリプロピレンホモポリ
マー樹脂中に分散された高性能β核形成製剤を含有していた。押出機における７つのバレ
ルゾーンは、それぞれ、１７６℃、１７０℃、１８０℃、１９０℃、２００℃、２１８℃
及び２１８℃に設定された。溶融樹脂を次いで、シートダイを通って回転式円筒形金型へ
と送り込んだ。ダイの温度は、２１８℃に設定され、円筒状金型の温度は、９０℃に設定
された。スクリュー速度は、８０ｒｐｍに設定された。金型を水冷して急冷することで、
ポリマーの配向を維持した。柱の密度は５２００／平方インチ（８０６／平方センチメー
トル）であり、アレイが交互に配列されており、柱の形状は円錐形であった。底部の柱の
断面形状は、３５０マイクロメートルの直径を有する円形であった。ライン速度は、フィ
ルムの厚さが１００マイクロメートルとなるように設定された。ウェブは、装置に適合す
るような幅にスリットした後、キャップ形成装置に供給された。柱は、米国特許第５，８
４５，３７５号明細書（Ｍｉｌｌｅｒら）に記載された手順を用いて、楕円形状のキャッ
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プでキャップした。キャップは、その後、「下向きに突出した繊維係合部を有するフック
ヘッド」を提供するために、米国特許第６，１３２，６６０号明細書（Ｋａｍｐｆｅｒ）
に記載の手順を用いて変形された。そして、フィルムは、一方のロールが他方よりも速く
回転した２組のロールにウェブを通すことによって機械的方向に延伸された。ロールの各
セットについて、下ロールはクロムロールであり、上ロールは、ゴムロールであった。延
伸のために、各下クロムロールの温度は７１℃（１６０Ｆ）に設定され、各上ゴムロール
は、７１℃（１６０Ｆ）に設定された。延伸比は、機械的方向において２：１であった。
【０１３５】
　６ｃｍ×２０ｃｍのピースがフィルムから切断され、サンプルは、０．５ｃｍの厚さの
シリコーンゴムで被覆された機械加工されたアルミニウム板上に配置された。サンプルの
縁部は、粘着テープを用いてアルミニウム板に固定された。波パターンが刻まれたアルミ
ニウム板は、圧縮空気を使用することによって移動可能な圧縮機の天板に取り付けられた
。天板は、１３０℃（２６６Ｆ）の表面温度まで加熱された。サンプルは、固定板である
プレスの底板に固定された。天板は、サンプルにおいて波パターンをエンボス加工するた
めに６秒間底板に押し付けられた。
【０１３６】
　２．５ｃｍ×３．７ｃｍのサンプルのパッチは、締結タブに接着で結合された。得られ
た締結タブの写真を図３に示す。図３には示されていないが、サンプルの背後にある不織
布が青色に着色され、青色はプレスで形成されたシースルー領域３４の背後に明確に視認
された。
【０１３７】
　（実施例２）
　実施例２は、その後に蓋がされた柱を有するフィルム押出成形から調製され、実施例１
の方法にしたがって機械的方向に延伸された。６ｃｍ×２０ｃｍの延伸フィルムがフィル
ムから切断された。サンプルは、カリフォルニア州サンタクララのコヒーレント社からの
二酸化炭素レーザＥ－４００から１０．６ミクロン波長のレーザ放射に露光された。レー
ザエネルギは、マサチューセッツ州ビレリカのＧＳＩグループからのスキャナモデルＨＰ
ＬＫ　１３３０によってサンプル全体に向けられた。サンプルは、（スキャナシステムの
焦点面がスキャナハウジングから約５６０ｍｍに位置していたのに対して）スキャナハウ
ジングから約５１０ｍｍの距離に配置された。サンプルの面において、レーザビームにつ
いてのスポットサイズは、ほぼ円形の幅が約０．９ｍｍであると判定された。パターン化
された露光を提供するために、レーザビームは、高さがおよそ１ｃｍのミネソタ州セント
ポールの３Ｍ社の商標ロゴの充填形状を形成するためにラスタモーションで走査された。
約２５ワットのパワーのレーザビームが約０．５ｍｍで区切られた連続ラインを有するマ
スクを横切るラスタモーションで約９３０ｍｍ／秒の速度で走査された。レーザ照射は、
サンプル材に入射して外観の変化に影響を与えた。
【０１３８】
　（実施例３）
　９デニールのポリプロピレン繊維から形成されたシートは、米国特許第５，２５６，２
３１号明細書（Ｇｏｒｍａｎら）の実施例１の方法にしたがって調製された。ダウケミカ
ル社から入手した商品名「ＤＯＷ　Ｃ７００－３５Ｎポリプロピレン樹脂」（９８重量％
）のポリプロピレンと、Ｍａｙｚｏ社から入手した商品名「ＭＰＭ　１１１４」（２重量
％）のベータ核マスターバッチは、熱可塑性裏材層の適切な冷却を確保するために約８５
℃の温度であった冷却ロールの周囲において約２００度、繊維の形成されたシート及び熱
可塑性裏材層が第１のコルゲートローラと冷却ローラとの間のニップを通って移動すると
、埋め込まれた繊維の形成されたシートのアンカー部分によって熱可塑性裏材層を形成し
て約０．０３８１センチメートルの厚さであるようにさせる適切な量で第１のコルゲート
ローラと冷却ロールとのニップの直前において繊維の形成されたシートのアンカー部分に
４２０Ｆ（２１６℃）のダイ温度でダイを介して押出された。そして、積層体は、一方の
ロールが他方よりも速く回転した２組のロールにウェブを通すことによって機械的方向に
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延伸された。ロールの各セットについて、下ロールはクロムロールであり、上ロールは、
ゴムロールであった。延伸のために、各下クロムロールの温度は７１℃（１６０Ｆ）に設
定され、各上ゴムロールは、７１℃（１６０Ｆ）に設定された。延伸比は、機械的方向に
おいて１．４：１であった。そして、積層体は、底部におけるパターン化ロールと上部に
おける磨かれたクロムロールとからなる加熱ニップを通過した。パターンロールは、図２
に示されるパターンを有していた。パターン化ロールの表面温度は、１０００Ｎのニップ
圧で１４０℃に設定された。ニップ間隙は、０．００５ｃｍに設定された。パターン化領
域における積層体は、積層体の後方に配置された着色シートを容易にみることができるよ
うにシースルーであった。
【０１３９】
　（実施例４）
　ニュージャージー州ソロフェアのソルベイソレクシス社から入手した商品名「ＳＯＬＥ
Ｆ　１０１２」のポリ（フッ化ビニリデン）（ＰＶＤＦ）ポリマーペレットが、時間あた
り３．６－４．５キログラムのおおよその総押し出し速度及び１５０ＲＰＭのスクリュー
速度で２５ｍｍの共回転２軸スクリュー押出機のホッパーに導入された。粉末状の核剤Ｃ
ＨＲＯＭＯＰＨＴＡＬ　Ｂｌｕｅ　Ａ３Ｒ（ニューヨーク州ホーソーンのチバ・スペシャ
ルティ・ケミカルズ）は、ミニゼータビーズミルで（ニューヨーク州ロチェスターのイー
ストマンコダック社）から入手したグリセリルトリアセテート希釈剤と予備混合された後
、供給装置によってホッパーと押出機出口の押出機の壁中間におけるポートを介して押出
機に追加の希釈剤とともに供給された。希釈剤に対するポリマーの比は、使用済み核剤の
量に応じて僅かに変化するが、一般に約０．４１：１．０であった。押出機は、２０４℃
におけるゾーン１、２６６℃におけるゾーン２、２６６℃におけるゾーン３、２２１℃に
おけるゾーン４、１８２℃におけるゾーン５、１８２℃におけるゾーン６、１８２℃にお
けるゾーン７の温度プロファイルを有する８つのゾーンを有していた。溶融物は、その後
、ダブルクロムメッキコートハンガースロットフィルムダイを介してポンプで送られ、５
２℃の範囲であってその後にロール状に巻回されるクロムロール上にキャストした。フィ
ルムサンプルは、ロールから切断され、１５ｃｍ×２８ｃｍの金属フレームに配置された
。そして、フレームは、（効果的にフィルムからトリアセチン希釈剤を除去する）２０分
間脱イオン水の小鍋に配置された後、周囲空気中で乾燥させた。そして、洗浄したフィル
ムサンプルは、１３２℃でＴＭロングフィルムストレッチャー（ニュージャージー州サマ
ービルのＴＭロング社）において１．７５×１．７５に２軸延伸された。フィルムは、フ
ィルムをアニールするために延伸が完了した後に１３２℃で２～５分間ストレッチャーに
保持された。
【０１４０】
　６ｃｍ×２０ｃｍのピースがフィルムから切断され、サンプルは、０．５ｃｍの厚さの
シリコーンゴムで被覆された機械加工されたアルミニウム板上に配置された。サンプルの
縁部は、粘着テープを用いてアルミニウム板に固定された。波パターンが刻まれたアルミ
ニウム板は、圧縮空気を使用することによって移動可能な圧縮機の天板に取り付けられた
。天板は、１３０℃（２６６Ｆ）の表面温度まで加熱された。サンプルは、固定板である
プレスの底板に固定された。天板は、サンプルにおいて波パターンをエンボス加工するた
めに６秒間底板に押し付けられた。
【０１４１】
　（実施例５）
　滑らかなクロムロールが回転円筒型の代わりに使用されること及びいかなる直立柱もフ
ィルム上に形成されなかったこと以外は、実施例１に記載されたようにフィルムのシート
が作製された。実施例１に記載されたようにその後にフィルムは延伸された。
【０１４２】
　サンプルは、カリフォルニア州サンタクララのコヒーレント社からの二酸化炭素レーザ
Ｅ－４００から１０．６ミクロン波長のレーザ放射に露光された。レーザエネルギは、マ
サチューセッツ州ビレリカのＧＳＩグループからのスキャナモデルＨＰＬＫ　１３３０に
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よってサンプル全体に向けられた。サンプルは、（スキャナシステムの焦点面がスキャナ
ハウジングから約５６０ｍｍに位置していたのに対して）スキャナハウジングから約５１
０ｍｍの距離に配置された。サンプルの面において、レーザビームについてのスポットサ
イズは、ほぼ円形の幅が約０．９ｍｍであると判定された。パターン化された露光を提供
するために、レーザビームは、寸法２．５ｃｍ×２ｃｍの矩形の充填形状を形成するため
にラスタモーションで走査された。このような矩形が４つ作られた。約２５ワットのパワ
ーのレーザビームが約０．５ｍｍで区切られた連続ラインを有するマスクを横切るラスタ
モーションで約９３０ｍｍ／秒の速度で走査された。レーザ照射は、サンプル材に入射し
て外観の変化に影響を与えた。そして、正方形のパターン化フィルムが２０ｃｍ×１２ｃ
ｍのシートに切断され、着色されたシートは、両面テープで下方に取り付けられた。着色
されたシートは、矩形を通して容易にみることができた。
【０１４３】
　このフィルムは、例えば、締結テープ用のテープ裏材、使い捨てテープ又は剥離テープ
として有用であり得る。
【０１４４】
　例示の実施例１：
　機械的方向の延伸比が２：１であったことを除き、その後に蓋がされ、実施例１の方法
にしたがって機械的方向に延伸された柱を有するフィルム押出成形から調製されたサンプ
ルは、サンプル中のβ結晶及びα結晶の相対レベルを判定するためにＸ線回折によって分
析された。各構造化フィルムの一部を、アルミニウム製の後面開放型試料ホルダーに、両
端に両面粘着テープを用いて貼付した。Ｐｈｉｌｉｐｓ垂直型回折計（ＰＡＮａｌｙｔｉ
ｃａｌ、Ｎａｔｉｃｋ、ＭＡ）、銅Ｋα放射線、及び比例検出器の散乱線レジストリーを
用いてサーベイスキャンの形で反射配置データを集めた。回折計には、可変の入射ビーム
スリット、固定回折ビームスリット、及びグラファイト回折ビームモノクロメータが装着
された。サーベイスキャンは、０．０４度のステップサイズ及び６秒の滞留時間を使用し
て５～５５度（２θ）で行った。４５ｋＶ及び３５ｍＡのＸ線発生装置設定を使用した。
【０１４５】
　各ピーク位置の同定は、Ｔｕｒｎｅｒ　Ｊｏｎｅｓ、Ｊ．Ｍ．Ａｉｚｌｅｗｏｏｄ、及
びＤ．Ｒ．Ｂｅｃｋｅｔｔ著の参考文献（Ｄｉｅ　Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌａｒｅ　Ｃ
ｈｅｍｉｅ，Ｖｏｌ　７５，Ｉｓｓｕｅ　１（１９６４）ｐ１３４）に報告された値と比
較することによって行った。
【０１４６】
　回折パターンは、解析ソフトウェアＪＡＤＥ　ｖｅｒｓｉｏｎ　９．０（Ｍａｔｅｒｉ
ａｌｓ　Ｄａｔａ，Ｉｎｃ．、Ｌｉｖｅｒｍｏｒｅ、ＣＡ）を用いてプロファイルフィッ
ティングを行うことで、α相（１１０）面、（０４０）面、及び（１３０）面の最大値、
並びにβ相（３００）面の最大値を評価した。β型の存在のレベルは、以下の式を用いて
係数（Ｋ）として決定した：Ｋ＝Ｉ（３００）β／［Ｉ（３００）β＋Ｉ（１１０）α＋
Ｉ（０４０）α＋Ｉ（１３０）α］
【０１４７】
　式の個々の用語は、以下のように定義される：Ｉ（３００）βは、β型（３００）面の
最大強度であり、Ｉ（１１０）αは、α型（１１０）の最大強度であり、Ｉ（０４０）α

は、α型（０４０）の最大強度であり、そしてＩ（１３０）αは、α型（１３０）の最大
強度である。算出されたＫ値は、０（β型結晶を有さないサンプル）～１．０（全てβ型
結晶のサンプル）まで幅がある。サンプルのＫは０．５４であった。
【０１４８】
　さらにまた、１６５．５℃の融点を有するインジウム標準物質を用いて温度及びエンタ
ルピーについて較正されたモデルＱ－２０００示差走査熱量計（ＤＳＣ）（デラウェア州
ニューキャッスルのＴＡインストルメンツ）を用いて１０℃／分の加熱速度でサンプルの
熱分析が行われた。走査において約１０ｍｇのサンプルを用いた。最初の熱分析スキャン
中、サンプルをスキャン速度１０℃／分で２００℃まで加熱し、この温度を一定温度で１
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分間保持することで熱履歴を消去した。サンプルをその後、１０℃／分で室温まで冷却し
た。サンプルを１０℃／分で２００℃まで再加熱して、二回目のスキャン結果を記録して
報告した。α相及びβ相の両方に関する融点（Ｔｍ（℃））及び融解熱データ（ΔＨｆ（
ジュール／グラム）を記録した。サンプルは、二重の融解温度（１６４．５℃のＴｍ（α
）及び１５０．２℃）を呈し、α及びβ結晶相の双方の存在と一致していた。α相及びβ
相についての融解熱は、それぞれ、２６．２及び４６．０であった。
【０１４９】
　サンプルの不透明度は、ＡＳＴＭ　Ｅ－２８４にしたがってＬａｂＳｃａｎ　ＸＥ分光
光度計（Ｈｕｎｔｅｒｌａｂ，Ｒｅｓｔｏｎ，ＶＡ）を用いて行った。装置のセンサーを
標準化した後、試料ポートの下にサンプルを黒色のバックアップタイルを背にして配置し
て、色測定の「Ｌ」値を記録した。「Ｌ」値は、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｍｍ
ｉｓｓｉｏｎ　ｏｎ　Ｉｌｌｕｍｉｎａｔｉｏｎによって確立されたＣＩＥＬＡＢ色空間
スケールにおける３種の標準パラメータのうちの１つである。「Ｌ」は、０（黒）～１０
０（最大強度）までの範囲の輝度値である。この手順は、白色タイルを背にして配置した
サンプルについても繰り返した。各工程において、サンプルを９０度回転させて、２つの
読み取り値の平均を記録した。（％で報告される）不透明度は、以下の式によって計算さ
れた：％不透明度＝（ＬＢｌａｃｋ／ＬＷｈｉｔｅ）＊１００サンプルの不透明度は９１
．４％であった。
【０１５０】
　サンプルのグレースケールの測定値は、ＣＭＯＳ（相補型金属酸化膜半導体）イメージ
センサ及びＩＭＰＡＣＴ　Ｓｏｆｔｗａｒｅ　Ｓｕｉｔｅを装備するＩＭＰＡＣＴ　Ａ２
０デジタルカメラ（ＰＰＴ　Ｖｉｓｉｏｎ、Ｂｌｏｏｍｉｎｇｔｏｎ、ＭＮ）を用いて収
集した。機械的方向（ＭＤ）の長さが１メートルのサンプルを、２本のロールの間に手で
張力を掛け続けた。サンプルには、フィルム側面（すなわち、柱のない面）後方から波長
９４０ｎｍの光源を照射した。検出カメラは、構造化フィルムサンプルの約５フィート上
に、柱面がカメラに向くようにして取り付けた。グレースケール強度の測定は、透過モー
ドで、０（高い不透明度）～２５５（低い不透明度）の範囲の数字メモリを用いて行った
。異なる３つのＭＤサンプル点においてグレースケール強度を記録した。サンプルの平均
値は４０であった。
【０１５１】
　例示の実施例２：
　サンプルは、その後に蓋がされる柱を有するフィルム押出成形から製造され、機械的方
向の延伸比が２：１であったことを除き、実施例１の方法にしたがって機械的方向に延伸
され、延伸中に、ロール温度は、６０℃に設定された。微多孔性フィルムにおける孔径（
μｍ）は、ＡＳＴＭ　Ｆ－３１６－８０にしたがって泡立ち点を測定することによって判
定された。測定された最大有効孔径は、０．１６μｍであった。
【０１５２】
　本開示は、その精神及び範囲から逸脱することなく様々な修正及び変更が加えられても
よい。したがって、本開示は、上記の実施形態に限定されないが、以下の請求項及びすべ
てのその等価物に詳述する制限によって規制される。本開示は、本明細書に具体的に開示
されていないいずれか要素を欠いても適宜実施され得る。本発明の実施態様の一部を以下
の項目［１］－［１５］に記載する。
[１]
　テープにおいて、
　テープ裏材と、
　前記テープ裏材の第１の表面の少なくとも一部に配置された接着剤と、
　前記テープ裏材の第２の表面の少なくとも一部に配置された剥離コーティングとを備え
、
　前記テープ裏材が、不透明な微多孔性領域及び不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の
少なくとも１つのシースルー領域を有する微多孔性フィルムを備える、テープ。
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[２]
　前記低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域が、不透明な微多孔性領域内のシー
スルーの非多孔性領域のパターンに含まれる、項目１に記載のテープ。
[３]
　前記低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域が、数字、記号、絵、幾何学的形状
、バーコード又はアルファベット文字の形態である、項目１に記載のテープ。
[４]
　前記微多孔性フィルムが、第１の層及び第２の層を含む多層構造の前記第１の層であり
、前記第２の層の一部が、低い多孔率の少なくとも１つのシースルー領域を介して視認可
能である、項目１に記載のテープ。
[５]
　前記第１の層及び前記第２の層が、異なる色又は同じ色の異なる色調を有する、項目４
に記載のテープ。
[６]
　前記微多孔性フィルムが、β造核剤を含む、項目１から５のいずれか１項に記載のテー
プ。
[７]
　前記微多孔性フィルムが、充填剤又は希釈剤のうちの少なくとも１つを含む、項目１か
ら５のいずれか１項に記載のテープ。
[８]
　前記剥離コーティングが、シリコーン、フルオロケミカル又はカルバメートのコーティ
ングである、項目１から５のいずれか１項に記載のテープ。
[９]
　前記接着剤が感圧性接着剤である、項目１から５のいずれか１項に記載のテープ。
[１０]
　ロールの形態の項目１から５のいずれか１項に記載のテープ。
[１１]
　テープを製造する方法において、
　微多孔性フィルムを含むテープ裏材を提供することと、
　前記微多孔性フィルムの不透明な微多孔性領域内の低い多孔率の少なくとも１つのシー
スルー領域を形成するように前記微多孔性フィルムにおける一部の孔を崩壊させることと
、
　前記テープ裏材の第２の表面の少なくとも一部に剥離コーティングを提供することと、
　前記テープ裏材の第１の表面の少なくとも一部に接着剤を塗布することとを備える、方
法。
[１２]
　前記微多孔性フィルムを提供することが、β造核剤、充填剤又は希釈剤のうちの少なく
とも１つを含むフィルムを延伸することを備える、項目１１に記載の方法。
[１３]
　前記微多孔性フィルムの一部の孔を崩壊させることが、前記低い多孔率の少なくとも１
つのシースルー領域を形成するように前記孔を崩壊させるために前記微多孔性フィルムを
加熱することを備える、項目１１に記載の方法。
[１４]
　前記微多孔性フィルムを加熱することが、熱風又はレーザによって加熱されたパターン
化ローラを用いて行われる、項目１３に記載の方法。
[１５]
　前記微多孔性フィルムが多層構造における層であり、前記微多孔性フィルムを加熱する
ことがレーザを用いて行われ、前記レーザを用いた加熱が、前記多層構造内の前記微多孔
性フィルムの位置に調整される、項目１３に記載の方法。
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